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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産学官から成る科学技術人
材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは意
見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年 4 月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
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東京都千代田区霞が関 3–2–2  中央合同庁舎第 7 号館東館 1 6 F
【電　話】 03–3581–0605  【FAX】 03–3503–3996
【U R L】 http://www.nistep.go.jp
【E-mail】 stfc@nistep.go.jp
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記の URL にアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
科 学 技 術 動 向　2011年 6月号
2
科学技術動向
概　要 本文は p.8 へ
図表　帰宅困難者避難場所のリアルタイム地図
出典：本文文献 11より引用
災害時にもロバストで有効な情報伝達手段
　東日本大震災の発生直後、電話や携帯メールが使えないなかでインターネットは予想以
上のロバスト性（強靱性）を発揮した。インターネット自身が、寸断されても迂回して自
動的につながるというロバスト性を有していたからである。北回りのケーブルが損傷を
受けた海底光通信ケーブルは、南回りの迂回路で通常どおり世界とつながっていた。ま
た、柔軟かつ利用者に開かれたシステムであるツイッターなどのソーシャル・ネットワー
クは、災害時でも有効な公共の情報伝達手段としても認識され、政府や公的機関でも利用
が加速した。災害時のロバスト性には、単につながるだけではなく、情報量や情報処理量
の急増に対応できるスケーラビリティの確保も重要である。ツイッターは外部のクラウ
ドサービスによって、スカイプはスーパー・ノードによってスケーラビリティを確保し、
Web サイトについてもミラーサイトというスケーラビリティを確保する手段が存在する。
　テレビなどのマスメディアは、地震や津波の警報を伝えるなどの速報性に優れ、被災地
からの生々しい映像を送り続けたが、被災者が広範囲にわたり膨大な数になると、被災者
にとって必要な情報を十分には伝えきれなかった。この弱点を補ったのが、インターネッ
トやソーシャル・ネットワークであった。ボランティア達によって、首都圏の帰宅困難者
の受け入れ施設の位置が書き込まれてリアルタイム地図（図表）ができ、また、安否情報
を検索できる「パーソン・ファインダー」が出来上がっていった。それらが情報伝達手段
として使われたのは、単にロバストだったからではなく、その迅速性とともに、必要な人
に必要な情報を伝えることができるように改善できるオープンな特性と普段から使ってい
るものを利用するという日常性とを兼ね備えていたからである。
　災害時には、情報を迅速に集積して、利用者にとって使いやすいように統合して発信す
ることが極めて重要である。そのためには、全国に散らばる多くのボランティアをも呼び
込むことができるオープンな情報基盤が必須である。
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概　要
東日本大震災への米国アカデミックコミュニティの
初期的対応
本文は p.21 へ
　東日本大震災とそれにより引き起こされた原子力発電所事故は、我が国のみならず各国
に大きな影響を与え、米国のアカデミックコミュニティにおいても、研究者や米国民への
情報提供、国の政策形成への助言や支援など災害や事故に対応した緊急の提案から長期的
な政策形成への提言まで様々な形での活動が見られた。学協会等、多くの団体はホームペー
ジを通して情報提供を行い、特に大規模な学協会等の団体や震災、事故に関連する分野を
専門とする団体は、現地からのレポートを含む情報の提供や科学的視点における分析等を
行っている。
　全米科学振興協会（AAAS）は、震災、事故について Science 誌のニュース記事として
報道し、米国放射線腫瘍学会や米国小児科学会など医学関係の団体では、米国民に向けて
放射線に関する情報等の知識の普及を行うなど、研究者に向けた情報提供とは別に、専門
的知識のない一般の人々を意識して書かれた内容もウェブ上に見ることができる。米国で
は一般的に、学協会として一般の人々への情報発信や、関係機関や政府への助言や提案を
行うが、米国原子力学会では、日本原子力学会や米国政府への支援表明とともに、情報が
錯綜し、判断を誤らせかねないメディア報道もあるとし、原子力政策に関する判断の差し
控えを求めた。また、日本政府、東京電力あるいは米国政府が直面する具体的な科学技術
面の課題解決のための提案をアカデミックコミュニティが行う例も見られる。さらに、福
島第一原子力発電所事故に関連する議会の公聴会では、原子力規制委員会（NRC）やエネ
ルギー省（DOE）など行政側による証言に加え、立場の異なるアカデミックコミュニティ
側からも証言が行われている。
　これらの米国のアカデミックコミュニティの状況の背景には、米国のアカデミックコ
ミュニティが強固な運営基盤を持っていること、米国においては当事国でないという関係
の中で震災、事故が重要な問題と捉えられたこと、そしてインターネットを通した速やか
で多彩な情報が流通したことなど、日本の学協会とは異なる事情があることも留意すべき
と考えられる。
　それらも踏まえた上で、米国の事例から見えてくるアカデミックコミュニティが災害や
事故に対して果たすことのできる役割とは、情報の共有、人々への支援、政策形成への貢
献、学術研究面における速やかな展開の 4つに整理することができると考えられる。
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　臨床応用に期待がかかる iPS 細胞研究に新たな
研究課題が生じた。体細胞に 3〜4種類の遺伝子を
導入することで誘導される iPS 細胞は様々な細胞
に分化する能力をもつ。とくに、患者自身の細胞
からつくる iPS 細胞は、移植しても遺伝情報が同
じであることから近未来の再生医療の切り札と目
されてきた。ところが、最新の解析機器を用いた
iPS 細胞ゲノムの解析から、この細胞の遺伝子配列
に変化が生じていることを、独立した 3つの研究
グループがNature 誌に報告した1〜3）。
　第一の研究グループは、高精度の SNPs（一塩基
多型）アレイを用いて iPS 細胞と iPS 細胞を作る
のに使った元の細胞との間で、DNAのコピー数を
比較した。iPS 細胞の培養初期段階にはDNAのコ
ピー数のばらつきが多数存在し、そのばらつきは
iPS 細胞の樹立と培養の過程において生じることが
明らかになった1）。DNAのコピー数の違いは、が
ん細胞において高頻度で見られ、またがん以外の
疾患の原因にもなることが知られている。
　第二の研究グループは、タンパク質をコードす
る領域に絞った iPS 細胞のゲノム解析を行い、あ
る株化された iPS 細胞の全転写領域（1エキソーム）
あたり、平均 6カ所の点突然変異を検出した。そ
れらの多くはアミノ酸置換や停止コドンの挿入と
いった有害な変異であり、しかもがん化に関与す
る遺伝子領域で多く見つかった2）。
　第三の研究グループは、iPS 細胞ゲノムのDNA
メチル化パターンを次世代型シーケンサーで解析
した。iPS 細胞のゲノムはES細胞のゲノムと全体
的にはよく似ているものの、iPS 細胞に特有のメチ
ル化を示す領域や、個々の iPS 細胞株にのみ生じ
る特徴的なメチル化を示す領域が存在することが
判明した3）。DNAのメチル化は遺伝子の活性に影
響するため、この結果は iPS 細胞株ごとに転写さ
れる遺伝子の種類や転写量が異なることを示唆す
る。DNAのメチル化異常もやはりがん細胞で見ら
れる特徴の一つである。
　これら 3グループの研究結果は、現状の作製法
では iPS 細胞ががん化する可能性があることを強
く示唆している。
　iPS 細胞を人体に移植する場合、移植後の細胞が
長期間にわたって健全に維持されることが必須条
件となるため、ゲノムの安定性は欠かせない。今
後はゲノムやエピゲノムの異常を抑えることので
きる iPS 細胞の樹立法と、移植後の iPS 細胞由来
の細胞が腫瘍化せずに安全に維持される方法を確
立する研究が必要となる。
　今回の一連の報告は、iPS 細胞が再生医療の実
現に、より安全に近づくためのステップとして検
討しなければならない新たな知見といえる。また、
iPS 細胞と同様に再生医療の移植材料として期待さ
れている組織性幹細胞でも上記の異常が起こりえ
るのかも検討が必要である。
トピックス1 iPS 細胞に生じた新たな検討課題
　近未来の再生医療の切り札とされている iPS細胞研究に、新たな研究課題が生じた。最近、独立した
3つの研究グループが最新の機器を用いて iPS細胞のゲノム解析を行った結果、iPS細胞では、染色体
数の異常、DNA配列の変異、DNAメチル化異常などの異常が頻発していることが判明した。今後、再
生医療により安全に近づくためには、これらの異常を抑えることのできる iPS細胞の樹立法と、移植後
の iPS由来細胞が腫瘍化せずに安定して維持される方法を見出す研究が必要である。
参　考
1）　Hussein SM, et al., Copy number variation and selection during reprogramming to pluripotency. Nature 471, 58-62, 
2011
2）　Gore A, et al., Somatic coding mutations in human induced pluripotent stem cells. Nature 471, 63-67, 2011.
3）　ListerR, et al., Hotspots of aberrant epigenomic reprogrammed in human induced pluripotent stem cells. Nature 
471, 68-73, 2011
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トピックス2 白金を使用しない燃料電池用電極材料の開発
　水素と酸素の化学反応によって生じる電位差を
電力として取り出す燃料電池は、充電が必要な二
次電池とは異なり、水素などの燃料を供給し続け
ることで長時間の発電が可能な電源である1）。近
年、家庭用や自動車用として、小型・軽量で高効
率・高出力密度が期待でき、100℃以下の低温で動
作が可能な、固体高分子形燃料電池（PEFC）の開
発が進められている。PEFCは、水素イオンを生
成し電子を放出する燃料極、水素イオンを透過す
る高分子から成る電解質膜、酸素を還元し水を生
成する空気極の基本構成（単セル）からなり、通
常はこれを積層したスタックの形態で利用される。
燃料極と空気極における化学反応には、触媒活性
の高い白金の使用が不可欠である。しかしながら、
貴金属である白金は高価なため、燃料電池の普及の
重要な課題となっており、白金量の低減あるいは白
金を使用しない電極材料の開発が求められている。
　2011 年 4 月、米国ロスアラモス国立研究所とオー
クリッジ国立研究所の研究グループは、PEFCの
空気極用に、白金を使用しない、ポリアニリン・鉄・
コバルト・炭素（PANI-FeCo-C）系の電極材料を
開発したと発表した2）。
　材料の作製は、まず、低分子量のアニリンと鉄
およびコバルトの前駆体を、非晶質炭素粒子に混
合した後、酸化剤を加えて高分子化し、ポリアニ
リンを生成する。次に、残留水分を蒸発させた後、
窒素中 900℃で熱処理する（図表参照）。続いて、
硫酸中で 80〜90℃、8時間加熱し、最後にもう一
度窒素雰囲気で熱処理を行なう。
　酸素の還元が十分でない場合に過酸化水素が発
生し、電極劣化の原因となるが、今回開発の電極
では、その生成量は数％以下とわずかであった。
この電極を空気極に適用し、燃料極には白金を用
いた単セルの燃料電池を試作した結果、両極とも
白金の場合と同等の発電性能と、約 700 時間の安
定動作を確認した。
　高解像度透過型電子顕微鏡による材料の観察か
ら、窒素中 900℃の熱処理によって炭素が結晶（グ
ラファイト）化し、鉄やコバルトを玉ねぎ状に覆っ
ていることがわかった。研究グループでは、グラ
ファイト化が安定性向上に寄与し、また炭素間に
窒素が取り込まれることで触媒活性サイトが形成
され、反応性の向上が図られたと考えている。
　家庭用や自動車用の電源として、小型・軽量で高効率・高出力密度が期待できる固体高分子形燃料
電池（PEFC）の開発が進められているが、電極材料に高価な貴金属の白金を使用する課題があった。
2011年 4月、米国ロスアラモス国立研究所とオークリッジ国立研究所の共同研究グループは、酸素を
還元する側の電極用に白金を使用しない材料の開発を発表した。窒素を含むポリアニリンと遷移金属
として鉄・コバルトの二元系を用い、高温の熱処理を施すことで、従来の白金を用いた場合と同等の
発電特性と約 700時間の安定動作を実現した。窒素中 900℃の熱処理による炭素のグラファイト化が
安定性向上に寄与し、炭素間に取り込まれる窒素により反応性の向上が図られたと考えられている。
参　考
1）　河本洋、「固体酸化物形燃料電池材料の研究開発動向―鍵となる電解質の研究開発の視点から―」、科学技術動向、
2007 年 7 月号
2）　Gang Wu, et al., “Hight-Performance Electrocatalysts for Oxygen Reduction Derived from Polyaniline, Iron, and 
Cobalt”, Science, 332, 443（2011）
図表　今回発表の電極材料（PANI-FeCo-C）の作製方法
参考文献2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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参　考
1）　Special Report Renewable Energy Source, IPCC
　国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
第 3作業部会は、温暖化緩和策となりうる様々な
科学技術を多角的に評価し、政策決定者に対して
情報提供することを使命としている。
　2011 年 5 月、同部会は、再生可能エネルギー
の供給ポテンシャルの予測をまとめ、特別報告書
（SRREN）として発表した1）。これは、バイオマス、
太陽（光・熱）、風力、水力、海洋、地熱の 6分野
について、160 を超す将来予測シナリオの研究結果
を集計してまとめたもので、世界 120 人の専門家
の共同作業の成果である。
　特別報告書によれば、まず 2008 年において、再
生可能エネルギーの供給量は 1年で 64 EJ（エクサ
ジュール＝ 1018J）であり、世界の一次エネルギー
供給量 492 EJ の 12.9％を占めている。その 8割
がバイオマスで、途上国における調理や暖房用の
熱源としての用途が主となっている。また電力供
給においては、再生可能エネルギーが全世界で約
19％のシェアを占めている。それでも、現在の再
生可能エネルギーの供給量は、技術的に利用可能
な再生可能エネルギー量のわずか 2.5％以下であ
り、拡大の余地が大きい。
　次に、2050 年における 1年間の再生可能エネル
ギーの供給ポテンシャルは、一切の政策誘導がな
い「ベースライン」、産業革命以降の平均気温上昇
を 2–3℃程度に抑制する「カテゴリーⅠおよびⅡ」
など、いくつかのケース別に示されている。164 の
将来予測シナリオの研究結果の中央値で表すと、
「ベースライン」のケースでは 100 EJ 超、「カテゴ
リーⅠおよびⅡ」のケースでは約 250 EJ と予測さ
れ、2008 年の供給実績の 1.5〜4 倍となる。6分野
別にみると、「ベースライン」と「カテゴリーⅠお
よびⅡ」との間では、バイオマスの導入ポテンシャ
ルに約 2倍の開きが出る。対照的に、水力は「ベー
スライン」でも「カテゴリーⅠおよびⅡ」でもほ
とんど導入ポテンシャルに違いがない（図表）。
　「カテゴリーⅠおよびⅡ」の場合、一次エネルギー
に占める再生可能エネルギーは 27％となる。また
種類別では、バイオマスが再生可能エネルギー全
体の 6割、風力、太陽（光・熱）、水力がそれぞれ
1割強となる。バイオマスは、途上国における熱源
としての従来型用途が減少し、代わりに自動車燃
料などの石油代替用途が増大する。
　特別報告書では、再生可能エネルギーの研究開
発投資は、新技術需要の拡大政策を組み合わせる
ことが最も効果的であるとしている。また、多く
の研究結果より、先進国よりも途上国においてよ
り大きな再生可能エネルギーの導入ポテンシャル
が予測された。
トピックス3 IPCCの再生可能エネルギーポテンシャル予測
　2011年 5月、国連の気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 3作業部会は、再生可能エネルギー
の供給ポテンシャルの予測をまとめ、特別報告書（SRREN）として発表した。再生可能エネルギー
利用量は、技術的に利用可能な量の 2.5％以下で、拡大の余地が大きい。2050年における再生可能
エネルギーの供給ポテンシャルは、2008年の利用実績の 1.5〜4倍となり、一次エネルギーに占める
割合は最大で 27％となる。また先進国よりも途上国においてより大きな再生可能エネルギーの導入
ポテンシャルを予測している。
図表　2050 年における再生可能エネルギー導入予測
参考資料1）を基に科学技術動向研究センターにて作成
（海洋、地熱は省略）
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　米国は 2011 年 7 月にスペースシャトルの最終打
上げを予定しているが、その後の有人宇宙輸送の
手段は種々検討中である。米国のスペース X 社は、
2011 年 4 月、開発中の重量級ロケットの仕様や価
格を発表した。このロケットは「ファルコン・ヘ
ビー」（Falcon Heavy）と呼ばれ、高度 200 km 程
度の地球周回低軌道（LEO）へ 53 トンのペイロー
ドを投入可能である。開発ペースは非常に速く、
最初の打上げは早ければ 2013 年にも行われる計画
である。打上げ価格は 8,000 万ドルから 1 億 2,500
万ドルとされており、米国防総省がこれまで利用
してきた大型ロケットに比べ 3 分の 1 程度である。
また近年の大型ロケットの性能が LEO 投入換算で
20 トン程度であることから、単位重量あたりの打
上げコストは 6 分の 1 程度に相当する。
　過去最大のロケットはアポロ計画で有人月飛行
ミッションに使われた「サターン V」ロケットで、
LEO へ 118 トンを投入できる性能を有していた。
このロケット 1 機で有人カプセル、司令船、月面
上での打上げシステムを含む月着陸機、燃料や食
料等を打ち上げることができた。
　アポロ計画当時と比較して、搭載コンピュータ
の容積や重量が小型・軽量になったことや、貨物
を 2 機に分けて打ち上げるといった方法をとれば、
ファルコン・ヘビーによる有人月探査も実施可能
と考えられている。
　スペースシャトルも帰還するオービタまで含め
れば 110 トン程度のペイロードが打ち上げられて
いることになるが、オービタを打上げロケットの
一部と見れば、低軌道に投入可能な衛星の重量は
24 トン程度である。
　今回野心的な計画を打ち出したスペース X 社は
Paypal などの IT 技術で財をなした E. マスク氏が
8 年前に設立したベンチャー企業である。同社はこれ
までに小型ロケットの「ファルコン1」と中型ロケット
の「ファルコン 9」の打上げに成功している。「ファルコ
ン 1」は 2006 年から 2008 年にかけてマーシャル諸島
共和国の米空軍基地から打ち上げられ、3 回連続で失
敗したが、4 回目に試験衛星の軌道投入に成功した。
　このロケットの第 1 段には同社が開発したマー
リンエンジン注）が用いられている。マーリンエン
ジンの性能を実証した同社は、2010 年に同エンジ
ンを 9 個並べた第 1 段を製作し、「ファルコン 9」
として 2 回連続で打上げに成功した。2 回目の打上
げでは、回収カプセルを搭載し、太平洋メキシコ
沖での回収に成功した。
　同社は 2011 年中に国際宇宙ステーションへ接近
するための打上げを行い、米国航空宇宙局（NASA）
との商業軌道輸送システム（COTS）契約の実施に
向けて最終的な試験を行う計画である。当面は物
資輸送のみを目的とするが、2017 年頃からは搭乗
員輸送も行えるようになると期待されている。
　今回仕様が発表された「ファルコン・ヘビー」
ロケットは、「ファルコン 9」の第 1 段機体を 3 つ
横に並べた形になっている。改良型マーリンエン
ジンを全部で 27 個使用し、そのうちいくつかが故
障しても全体として打上げができるようにするた
め、燃料の交差供給を行えるように工夫し、故障
したエンジンに供給する燃料分を健全なエンジン
で使用して燃焼時間を延ばし、予定した性能を確
保するという新しい概念が盛り込まれている。補
助ロケット切り離し時にコア機体の燃料がほぼ満
タンの状態になることも大きな特徴である。
　スペース X 社の計画は米国の有人宇宙輸送や月
惑星探査の進め方に大きな影響を及ぼすだけでな
く、その他の国々の宇宙輸送手段としての利用も
予想される。
トピックス4 アポロ計画以来の重量級ロケットを民間企業が開発
　米国は 2011年 7月にスペースシャトルの最終打上げを予定しているが、その後の有人宇宙輸送の
手段は種々検討中である。2011年 4月、米国のスペース X社はアポロ計画用のサターン Vロケット
に続く重量級ロケットである「ファルコン・ヘビー」の開発計画を発表した。このロケットは、53
トンの低軌道投入能力を持ち、国際宇宙ステーションへの物資輸送や搭乗員輸送だけではなく、有人
月探査にも対応できるとされている。大幅な低価格と、短期間での開発を目指しており、早ければ
2013年にも最初の打上げが行われる計画である。
参　考　1）　「各国の宇宙輸送システム開発動向」、科学技術動向 2005 年 6 月号
　　　　2）　Falcon Heavy（スペースX社）：http://www.spacex.com/falcon_heavy.php
注：マーリンエンジンは、ケロシンを燃料とする液体
式エンジンで、スペース X 社が開発・製造している。
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2-1
防災無線
　東北地方の太平洋沿岸部では、
科学技術動向研究
災害時にもロバストで
有効な情報伝達手段
市口　恒雄
情報・通信ユニット
津波が押し寄せるなか、防災無線
（正式名称は市町村同報系防災行
政無線）のスピーカーが緊迫した
声で避難を呼びかける姿が、テレ
ビ等で放映された。被災地では、
田畑や漁港で作業をしていて、こ
の防災無線が唯一の情報入手手段
であった人も多い。緊急時には音
声による単純で明快な避難指示が
有効である。
　1960 年のチリ地震津波の教訓か
ら、岩手県、宮城県、福島県の沿
　大災害が起きた時、まず必要な
のは正しい情報である。何が起き
たのか、どういう規模で起きたの
か、どういう行動を起こせばよい
のか、どこに避難をすればよいの
か。このような情報の発信は、瞬
時になされるべきであり、一刻の
猶予も許されない。また、その情
報を発信した後のフォローも重要
である。
　時間の経過とともに、必要な情
報の内容は変化していく。次に必
要となる情報は、家族や知人の安
否情報であろう。3 月 11 日に起
きた東日本大震災の後も、あちら
こちらの避難所を訪ねて家族の行
方を捜す姿がテレビで放映され
た。災害の被災者やその関係者に
とっては、電気や水道といったイ
ンフラや食料や暖房といったも
害と比べようもなく甚大かつ広範
囲であり、しかも最大の被害は津
波によるものであったので、過去
のレポートに当てはまらないとこ
ろも多い。特に、過去には見られ
なかったツイッターや web などの
ソーシャルメディアが活躍し、テ
レビ放送とインターネットの協調
という、時代に即した新しい動き
が見られた。今後、今回の大震災
に関連した情報インフラに関する
詳細なレポートは数多く出てくる
であろう。したがって、本稿では
東日本大震災直後に、人々はどの
様な手段で情報を得て、どの様な
新しい情報伝達手段が使われたの
かを検証し、その特徴と利点を分
析したい。
のよりも、まずは被害状況把握や
安否情報の方がはるかに重要であ
る。もちろん、避難が長引けば、
避難生活に関する情報も必要と
なってくる。
　過去には、阪神・淡路大震災
（1995 年）や新潟県中越地震（2004
年）の後に、災害時の情報インフ
ラに関する詳細なレポートや提言
がいくつかなされてきた。阪神・
淡路大震災の後には、地元での災
害情報専用ミニ FM 放送局の開
設とその運営に関する情報ボラ
ンティア活動が新しい動きとして
報じられた1）。また、新潟県中越
地震の後には、山間地域での高齢
化・過疎化によるデジタルデバイ
ドが進行しているという問題点が
指摘された2）。
　今回の東日本大震災は過去の災
1 はじめに
2 人々はどのような手段で情報を得たのか
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岸部の全ての自治体は、防災無線
を備えていた。津波の被害後には
防災無線が壊滅状態になったとは
いえ、これを使って防災担当者が
避難を呼びかけ続けることで多く
の人命が救われたのは間違いない
事実である。送信は役場や消防署
から行われており、今回は役場自
体が被災した自治体も多い。
　防災無線は、現在アナログ無線
からデジタル無線への移行途中で
ある3）。しかし、防災担当者自身
の安全のためには、緊急時の自動
化・無人化・遠隔操作化そして近
隣自治体とのネットワーク化の方
がより重要である。
　津波による通信ケーブルの寸断
や携帯電話の基地局の倒壊、そし
て停電が起きたことにより、情報
入手の唯一の手段がトランジスタ
ラジオのみとなったところも多
い。救助要請など重要な情報の発
信は不可能となり、翌日に避難場
所の地面や屋上に「SOS」の文字
を書いて、上空を飛ぶヘリコプ
ターに伝える姿も見られた。
2-2
インターネット
　首都圏では、停電や通信設備の
損傷は無かったが、固定電話や携
帯電話あるいは携帯メールはほと
んど通じない状態となり、テレビ
やインターネットで地震や津波の
情報が発信された。職場にいてテ
レビ報道を見ることができない環
境にいた人も多く、インターネッ
トでもテレビのニュース番組の同
時放送が行われた。インターネッ
ト回線は通常どおり使用が可能
であったため、ツイッターやフェ
イスブックやスカイプといったイ
ンターネット回線を使うソーシャ
ル・ネットワークが通信手段とし
て用いられ、大量に発生した帰宅
困難者の混乱を防いだ。海底光通
信ケーブルを使ったインターネッ
ト回線は、迂回路を使って海外と
も平常どおりに通信でき、災害の
情報はリアルタイムで海外にも発
信された。
　被災地でも 3 日後の 3 月 14 日
には約半数の携帯電話基地局が回
復し、避難所にも臨時の移動基地
局や通信衛星を用いた臨時の衛星
電話が設けられた。しかし、電話
や携帯メールは混み合って使えな
い状況が続き、やはりソーシャ
ル・ネットワークが通信の主役を
担った。この頃になると、安否情
報が被災者家族や知人にとって重
要な情報になる。被災者が数万人
規模になると、テレビなどのマス
メディアは、安否情報を収集して
発信することはほとんど不可能と
なった。各地の避難所にばらばら
に張り出された避難者名簿では、
情報の探しようもなく、web 上
に一旦情報を集積・統合して、利
用者に使いやすいように加工して
発信するという、インターネット
における新たな試みが起きてき
た。この試みには多くの情報ボラ
ンティアが参加した。
　このように、インターネットイ
ンフラは、災害時には最もロバス
ト（強靱）で、同時に有用でもあっ
た。なぜインターネット回線を使っ
たソーシャル・ネットワークが災
害に強かったのか、また、どのよ
うな新しい試みが行われたのかに
ついて、以下で具体的に述べたい。
メールの発信や受信ができない状
況を「輻輳（ふくそう）」と呼ぶ。
輻輳が限界に達すると通信システ
ム全体がダウンしてしまうため、
通信会社は通信を制限する措置を
とる。電話の場合には、「お客様
のおかけになった電話は大変混み
合ってかかりにくくなっておりま
す」というメッセージが流れて回
線は接続されない。
　災害時の輻輳は、安否確認の電
話やメールが集中するのが原因で
あるが、災害時以外でも輻輳は起
きる。例えば、チケット予約開始
時の電話や、元旦の午前 0 時か
3-1
電話回線と
インターネット回線
　首都圏では停電が無かったため、
テレビやインターネットが重要な
情報源となった。しかし、通信会
社の交換機や携帯電話の基地局に
ほとんど損傷が無かったにもかか
わらず、固定電話、携帯電話、携
帯メールは、ほとんどつながらな
い状態になった。このように、電
話がつながらない状況、あるいは
ら 2 時頃にかけての「おめでとう
コール」である。後者の場合につ
いては、新聞広告で告知した上
で、通信制限を行っている。今回
の大震災では、交換機を用いる音
声電話では 8 割から 9 割程度、携
帯メールでは 5 割程度の通信制限
を行ったと見られる。
　電話や携帯間のメールに比べ
て、携帯とパソコン間のメールや
ツイッターなどインターネット回
線を経由するものは、首都圏では
ほぼ平常どおりに使用することが
できた。もちろん、インターネッ
トも通常どおり使用することが可
3 災害に強いインターネットインフラ
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図表 1　電話網とインターネット網の違い
科学技術動向研究センターにて作成
　インターネットの起源は、米
国の軍事関連の研究機関で生ま
れた「ARPANET（アーパネッ
ト）」である。通信回線や中継局
が攻撃されることが想定されてお
り、攻撃されても通信が途絶えな
い様に工夫されている。したがっ
て、インターネットは、その起源
から災害などの非常時にも強いと
いう特徴を持っている。国際的な
ネットワーク・トラフィック監視
団体 Renesys は、日本国内にあ
る約 6,000 のネットワーク・ノード
注 1）のうち、震災時に約 100 のノー
ドが一時的に中断したが、数時間
のうちに復旧したことを報告して
いる4）。
　インターネットは災害に強いと
いうことが証明された形だが、絶
対に輻輳は起きないかというと、
必ずしもそうではない。特定の
能であった。また、インターネッ
ト回線を利用したスカイプなどの
通信手段も通常どおりであった。
このように、今回の災害では、イ
ンターネット回線につながるもの
とそうでないものとの間に大きな
差が出た。
　携帯メールは携帯電話事業者内
の閉じたネットワークでつながる
のに対して、インターネットは、
開かれたいくつかの回線と中継用
のルーターを経由してつながる
（図表 1 参照）。そして、回線がど
こかで切断されたりどこかのルー
ターが故障したりしても、自動的
にそこを迂回して回線がつなが
り、必ずデータの送信と受信がで
きるようになっている。したがっ
て、輻輳はほとんど起きないが、
逆に、制御したくても制御できな
い状態にあるとも言える。
ホームページにアクセスが集中す
ると、そのホームページを見るこ
とができなくなったりサーバーが
ダウンしたりする。災害後には、
鉄道会社や東京電力のホームペー
ジにアクセスできない状況が何回
か発生している。災害に対してロ
バストである反面、完全には制御
できないという隙をついた、悪意
のある攻撃にさらされることも多い。
3-2
海底光通信ケーブル
　インターネットは、海底光通信
ケーブルによって海外ともつなが
り、海外との情報交換がリアルタ
イムで行えることも大きな特徴で
ある。今回被災した茨城県や千葉
注1：正確には、グローバル・ルーティングテーブルのネットワーク・プレフィックスであるが、本稿ではネッ
トワーク・ノードまたはノードという言葉を用いた。詳細は、文献 4を参照。
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出典：文献 5より引用
県には、海底ケーブルの陸揚局が
多くあり、北茨城、阿字ヶ浦、千倉、
丸山、和田、江見などの陸揚局が
置かれている。沖合は、海底ケー
ブルの密集地域となっており、海
底ケーブルによっては、今回の震
源地の真上を通っているものもあ
る。実際にかなりの箇所で海底
ケーブルが破損し、現在のところ、
茨城沖 3 カ所、銚子沖 6 カ所、神
奈川沖 1 カ所の障害箇所があると
推定されている。
　災害時でなくても、鮫の被害な
どで海底ケーブルの破損が起きる
こともあり、ロボットを用いた修
復作業が日頃から行われている。
このような事情から、通信インフ
ラとしての海底ケーブルは、ポイ
ント・トゥ・ポイントで日本と海
外とを結ぶのではなく、必ずルー
プ状に結ばれており、迂回路が確
保されている。
　例えば、PC–1（Pacific Crossing-1）
と呼ばれる日米間の海底ケーブル
は、図表 2 のように阿字ヶ浦（茨
城県）、Harbour Pointe（ワシン
トン州）、Grover Beach（カリフォ
ルニア州）、志摩（三重県）の 4
カ所の陸揚げ地点をループ状に結
ぶ5）。 ま た、Japan-US ケ ー ブ ル
ネットワークは、丸山（千葉県）、
北茨城（茨城県）、Manchester（カ
リフォルニア州）、Morro Bay（カ
リフォルニア州）、Makaha（ハワ
イ州）、南志摩（三重県）をルー
プ状に結んでいる。APCN2（第
2 アジア・太平洋ケーブルネット
ワーク）は、北茨城（茨城県）と
千倉（千葉県）を日本側の陸揚げ
地点として、日本、韓国、中国、
台湾、香港、フィリピン、マレー
シア、シンガポールをループ状に
結ぶ。この他、沿岸に沿って日本を
一周する海底ケーブルもある。
　それぞれのネットワークは相互
につながっており、どれかのネッ
トワークが故障しても、別のネッ
トワークを使っての通信が可能と
なっている。特に、茨城県や千葉
県は、アジアと米国とを結ぶネッ
トワークの結節点になっており、
日本の通信ハブ地点として機能し
ていたと言える。
　震災時及び震災後は、北回りの
ケーブルが損傷を受けても、南回
りの迂回路を用いて日本と海外と
を結ぶインターネットは、平常時
とほぼ同様に使用が可能であっ
た。インターネットが平常どおり
に使えたことで、海外にも震災の
情報を遅延なく伝えることができ
た効果は大きい。自国と米国間の
通信速度が遅くなるといった被害
を受けたのは、むしろ APCN2 と
日米間ケーブルを茨城県や千葉県
で接続していた香港や中国を始め
とするアジア諸国であったが、こ
れも別ルートに切り替えて翌日に
は回復している。2006 年の台湾
地震では、海底ケーブルの破損が
原因で、複数の通信事業者がサー
ビス停止状態となる大きな被害を
受けたが、今回は各国ともこのよ
うな事態を避けることができた。
　日本においては、海底ケーブ
ルの陸揚げ地点を西日本にも設
け、リスク分散を図った効果が大
きい。災害の大きさにもかかわら
ずに稼働し続け、日本国内外のコ
ミュニケーションを支えた日本の
インターネットインフラの強さは
世界からも賞賛された4）。
3-3
携帯各社の
復旧活動と衛星電話
　携帯各社の基地局も多数被害
を受け、多くの被災地で外部と
の連絡が途絶した。最大停波局
数は、（株）NTTドコモが約 6,720
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図表 3　衛星携帯電話サービスの概略図
出典：文献 6より引用
局、ソフトバンクモバイル（株）
が 3,786 局、KDDI（株）が約 3,680
局、UQ コミュニケーション（株）
は約 2,000 局に至った。被災 3 日
後の 3 月 14 日には、各社ともほ
ぼ半数の基地局が復旧したが、自
治体の公式 web サイトの復旧は
進まず、避難所情報や救援物資の
配布時間を住民へ知らせる手段と
して、ツイッターやフェイスブッ
クを用いた自治体も多い。
　携帯各社は基地局の復旧を急ぐ
とともに、被災した市町村や避難
所向けに移動基地局車や可搬発電
機などを配置して、通信手段の確
保を行った。（株）NTTドコモは
約 900 台の衛星携帯電話を貸し出
し、ソフトバンクモバイル（株）も
衛星アンテナとフェムトセル局を
組み合わせた臨時基地局を避難所
に設置して避難所内で携帯電話が
使えるようにした。
　通信衛星を利用した電話は、カ
バーする面積が広くて地上設備が
少ない分、災害に強い通信インフ
ラと言える。国内向けに商用化
されている衛星携帯電話サービ
スには（株）NTTドコモによるワ
イドスターがあり、日本全土およ
び日本沿岸から概ね 200 海里ま
でをサービスエリアとして、音声
通信とパケット通信を提供してい
る。1996 年に、海岸の基地局を
利用していた船舶電話を置き換え
る目的でサービスが開始され、携
帯電話の電波の届かない山岳地帯
の山小屋などでも利用されてい
る。2010 年 4 月よりワイドスター
II に 移 行 し、 そ れ ま で 64 kbps
だったパケット通信の速度は最大
384 kbps まで高速化された。
　このサービスは、赤道上空の
静止軌道に投入された N-STAR-c
（東経 136 度）と JCSAT-5A（NTT
ドコモでの呼称は N-STAR-d；東
経 132 度）の 2 つの通信衛星のう
ちのどちらかひとつを介して通信
を行っている。衛星を見通せる地
点であれば、沿岸を含めて日本全
国どこからでも通信できるが、室
内で使う場合には、室外アンテナ
が必要となる。
　地球局は、小夜戸（さやど）衛
星通信所（群馬県みどり市）と楊
枝方（ようじがた）衛星通信所（茨
城県北茨城市）にあり、そこから
電話網やインターネット網につな
がる。衛星電話間どうしでは、衛
星電話→通信衛星→地球局→通信
衛星→衛星電話という経路で、地
球と衛星を 2 往復してつながるこ
とになる。また、地球局が 2 カ所
と通信衛星が 2 機あり、片方が被
災してもインフラが維持できるよ
うにリスク分散が図られている。
　大規模災害に備えて病院などの
公共施設に衛星電話が設置されて
いる場合も多い。今回の被災地の
病院でも、必要な医薬品の手配な
どに役立った例が報告されてい
る。一般用とは別系統の緊急電話
回線を備えたワイドスター電話端
末もあり、地方自治体、警察、消
防署などに一部導入されている。
企業でも災害対策用として導入す
る動きはあるが、回線数は有限で
あるため、普及が進めば輻輳が発
生する可能性もある。
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図表 4　震災前後のツイー ト数の推移
出典：文献 7を基に科学技術動向研究センターにて作成
4-1
連絡手段としての
ツイッター
　ツイッターやスカイプは、携帯
電話事業者の送受信機を使ってい
たとしても、ゲートウェイを通じ
てインターネットにつながるた
め、災害時でもそのロバスト性は
失われない。ファーストフード店、
ホテル、駅などに設置された公衆
無線 LAN サービスから直接にイ
ンターネットにつながるスマート
フォンでの利用も可能である。
　今回の震災で、インターネット
につながるツイッターの公共的な
有用性が認識され、政府や公的機
関での利用も加速した。例えば、
首相官邸では 3 月 12 日に災害情
報の公式アカウント「@Kantei_
Saigai」を開設して情報発信を始
めた。1 ヶ月後の 4 月 11 日には、
ツイート数が 587、フォロワー数
が 321,557 となっている。3 月 16
日からは英文ツイート「@JPN_
PMO」も開始し、海外向けには、
フェイスブック（http://facebook.
com/Japan.PMO）でも情報発信
を開始した。また、2010 年 5 月よ
り開設していた総務省消防庁のツ
イッタ （ー@FDMA_JAPAN）も
震災後のフォロワーは急増し、陸
上自衛隊も救援活動の様子をツ
イート（@JGSDF_pr）している。
　ツイッターは、従来のメールや
ブログとは異なり、公式もしくは
非公式のリツイートという手段に
よって、ねずみ算的に情報が伝わ
る。震災関連だけでも膨大な数
の情報が飛び交い、3 月 11 日に
は、通常の 1.8 倍の 3,300 万件の
ツイート総数になったことが報告
されている7）（図表 4 参照）。
　このような情報量に達すると、
情報の整理や検索が重要な課題と
なる。Twitter 社は、3 月 12 日の日
本語版公式ブログで、テーマ別の
統一ハッシュタグの使用と、非公
式ではなく公式リツイートを使用
することを呼びかけた8）。ハッシュ
タグとは、分類や検索を容易にす
るために、文頭または文末に付け
る記号のことである。#jishin（地
震一般）、#j_ j_helpme（救助要請）、
#anpi（安否確認）、#311care（医
療系支援）、#311sppt（支援が必要
な現地被災者からの発信）、#save_
miyagi（宮城県の情報）など県別
情報、#takidasi（炊き出し情報）
など生活情報、#318teidenn（日
付と停電情報）や #318train（日
付と電車の運行状況）といった首
都圏でも必要な情報など、様々な
種類のハッシュタグが用意され、
単独または複数を組み合わせて用
いることができる。
　こういう状況の中で、200 人以
上のボランティアによって、4 日
間で 4,700 件以上の「#anpi」の
付いた「つぶやき」を抽出して、
4 ソーシャル・ネットワークの有効性
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リスト化が行われた。ツイッター
は柔軟かつ利用者に開かれた無料
のシステムであるため、迅速な対
応が可能でかつ情報ボランティア
を呼び込みやすいという利点が、
災害発生後に十分に発揮された。
　ただし、利用者に開かれたシス
テムであるがゆえの弱点も存在す
る。それは、不正確な噂やデマが
流れやすいということである。今
回も、千葉県の精油所の爆発炎上
で毒ガスが漏れたというデマや、
放射能の被害予防にはうがい薬を
飲めばよいというデマが流れた。
しかし、情報の伝達が速いことと
集合知が望めることにより、これ
らのデマは直ちに打ち消される結
果となった。また、ツイート内に
含まれる URL のリンク先には、
NHK のサイト、（株）朝日新聞社
のサイト、東京電力（株）のサイト
が多く見られ、様々な情報収集を
しながら報道と組み合わせて有用
な情報を伝搬するという傾向が見
られた7）。
　首都圏では、地震後にビルや建
物の崩壊はほとんどなく、停電や
断水も起きなかった。しかし、鉄
道網はストップし、余震が続いた
こともあって、ほとんどの路線で
終日復旧せず、大量の帰宅困難
者が発生した。3 月 11 日の午後
7 時には、新宿、渋谷、池袋、赤
羽などのターミナル駅にそれぞれ
3,000 人ないし 4,000 人が滞留し、
タクシーやバスを待つ長蛇の列が
できた。警視庁の集計によれば、
主要駅周辺及び羽田空港周辺の帰
宅困難者は、約 2 万 7 千人に達した。
　午後 8 時には、政府は公共施設
の最大限の活用を全省庁に指示
し、東京都も公民館や都立高校を
帰宅困難者に開放した。東京都は、
猪瀬副知事によるツイッターによ
り、路上の帰宅困難者宛に利用で
きる施設の情報を送った。翌日の
午前 9 時には、東京都の 1,023 施
設で約 9 万 9 千人を受け入れたこ
とを公表している。いくつかの大
学や民間施設でも帰宅困難者を受
け入れており、実際の帰宅困難者
数は公表の数字よりかなり多かっ
たと思われる。更に、徒歩で自宅
を目指した人が数万人に上ったと
も言われている。
　今回の地震では、首都圏の被害
が少なかったため大きな混乱には
至らなかったが、首都直下型地震
が起きた場合の帰宅困難者数は、
東 京 都 で 390 万 人、1 都 3 県 で
650 万人と予想されている9）。収
容施設数の確保だけではなく、さ
らなる情報伝達手段の確保が重要
な課題となる。
4-2
首都圏避難所の
リアルタイム地図
　首都圏では、帰宅困難者の受け
入れ施設が発表されるにつれて、
ボランティア達によってその位置
が Google マップに書き込み始め
られ、受け入れ施設のリアルタイ
ム地図が出来上がっていった。図
表 5 は 3 月 11 日の午後 10 時半時
点のリアルタイム地図である10）。
単なる地図情報だけでなく、受け
入れ施設の目印をクリックすれ
ば、収容可能人数、毛布の有無、
飲料水や非常食の有無などの細か
な情報を見ることができる。この
後、時刻とともに地図への書き込
みは急激に増えていった11）（概要
頁 P. 2 の図参照）。
　また、ツイッターを使える人に
は、この情報をツイートして、受
け入れ施設とその場所の情報をよ
り多くの人に伝える様に要請し
た。この様に、東京都や国あるい
はそれぞれの受け入れ施設からば
らばらに発信された情報は、一旦
Google マップの上にまとめられ、
そこを起点として、日常使われて
いる手段で情報が広がった。そし
図表 5　受け入れ施設のリアルタイム地図（3月 11 日午後 10 時半時点）
出典：文献 10より引用
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てまた、インターネットとツイッ
ターは自然な形で結びつき、ボラ
ンティア達の輪を拡げていった。
　情報の利用者にとっては、あち
こちからばらばらに発信された情
報では利用し難い。また、受け入
れ施設が発表されても、その土地
に不慣れな人にとっては、それが
どこにあるのか分からない。これ
らの情報が Google マップという
オープンな情報基盤の上に一旦整
理統合され、利用者に利用しやす
い形で再発信されたことは注目に
値する。
4-3
ツイッターと
スカイプのロバスト性
　ソーシャル・ネットワークであ
るツイッターやスカイプは、イン
ターネット網を使うことにより、
災害時でもロバストであった。し
かし、災害時におけるロバスト性
は、それだけでは保証されない。
仮にインターネットがつながって
も、情報量や情報処理量が急激に
増加すれば、サーバーやルーター
がダウンして機能しなくなる。言
わば、電話における輻輳と同じ現
象が発生してしまう。
　災害時のロバスト性には、情報
量や情報処理量の急激な増減に迅
速に対応できる可変性、即ち、ス
ケーラビリティが必要となる。固
定電話や携帯電話は、スケーラビ
リティが不足していたから、通信
規制をせざるを得なかったのであ
る。ツイッターでは外部のクラウ
ドサービスを利用することによっ
て、スカイプではスーパー・ノー
ドという手法を用いることによっ
て、このスケーラビリティを確保
している。
　ツイッターは、自社開発のソフ
トウエアも使ってはいるが、多く
の機能は外部のクラウドサービス
の利用によって成立している。例
えば、オンライン・ストレージ・
サービスとして Amazon S3 を利
用し、コンテンツ配信サービスに
は Amazon CloudFront を用いて
いる。Amazon CloudFront は、米
国内の 8 地域、欧州 4 地域、アジ
ア 2 地域（東京と香港）に配信サー
バーを設置し、Amazon S3 内の
ファイルにアクセスすると、ユー
ザーは最寄りの配信サーバーに案
内される12）。つまり、日本国内から
つぶやかれるツイッターは、原則
として日本国内で処理が行われる。
　しかし、災害時などで情報量が
急激に増えた場合には、自動的に
ストレージ容量や処理能力の増
強、あるいは海外の配信サーバー
での処理への切換えが行われる。
このようにして、ツイッターは災
害時であっても輻輳を起こさず
に、必ずつながる仕組みを持って
いる。クラウドサービスの最大の
特徴は、必要な時にいつでも迅速
に能力の増減を行えるスケーラビ
リティであり13、14）、それを利用し
ているツイッターも当然スケーラ
ビリティを持つ。
　一方、スカイプはスーパー・
ノードという方法でスケーラビリ
ティを確保している。スカイプに
ログインしているパソコンから、
回線速度が速くて処理能力の高い
パソコンを約 1,000 台に 1 台の割
合で選び出して、そのパソコン
にスカイプの全体処理の一部を代
行させる（図表 6 参照）。つまり、
選ばれたパソコンの CPU や揮発
性メモリは、自分の無料ビデオ通
話に必要な処理以外に、リスト管
理、ログインしていない他のユー
ザーの呼び出しや接続などスカイ
プ全体として必要な機能をも担っ
ている。このようにして、利用者
図表 6　スカイプの接続プロセス
出典：文献 15を参考に科学技術動向研究センターにて作成
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のパソコンによるグリッドを随時
構成し、情報の分散処理を図っ
ている。こうしておけば、ログ
インする人が 10 倍になった時に
も、分散処理するパソコンの台数
も 10 倍あるいはそれ以上となり、
スケーラビリティが確保できる。
　震災時にもスカイプが通常ど
おりに使用できたのは、このよ
うにしてスケーラビリティが確
保されていたからである。有料だ
が固定電話や携帯電話に掛けるこ
とのできるサービスがあり、イン
ターネット網を使用しているため
に、電話網の輻輳時にもつながる
可能性は大きい。なお、本稿執筆
中の 2011 年 5 月 10 日に、Skype 
Global 社（ルクセンブルグ）は（米）
Microsoft 社に買収されることが
決まった。今後は、ゲーム機の
Xbox を用いたテレビ会議システ
ムにもスカイプが利用される可能
性があり、災害対応の緊急テレビ
会議にも利用可能かもしれない。
4-4
ミラーサイトとクラウド
　首都圏では、計画停電や電車運
行の情報を得るためにアクセスが
集中して、東京電力（株）や鉄道各
社の web サイトが見られなくな
る現象が頻発した。また、被災地
でも、自治体の web サイトにつ
ながらない状態が続いた。
　web サイトに関しても、スケー
ラビリティを確保する手段は存在
する。そのひとつは、ミラーサイ
トを用いることである。ミラーサ
イトは、元の web サイトと全く
同じ体裁で同じ情報を見ることが
でき、元の web サイトが更新さ
れれば自動的に更新される。アク
セスの集中を避けるために、海外
の論文レポジトリ（arXiv.org な
ど）、ソフトウエア開発配布サイ
ト（CTAN-Comprehensive TeX 
Archive Network など）、あるい
は各種ダウンロードサイトでは、
世界各国に複数のミラーサイトを
持っていることが多い。ミラーサ
イトを各自が選んで接続するもの
や、自動的にミラーサイトに誘導
してアクセスの分散を図るものが
ある。
　サーバーが被災してオリジナル
の web サイトが使えなくなった
場合でも、ミラーの web サイト
が機能することにより災害時にも
強い構造となる。サーバーが故障
して代替機が必要な場合も多く、
そのような場合には、ミラーサイ
トがなければ、物流が復旧するま
で web サイトも復旧しないとい
うことになりかねない。
　自治体や公共団体の web サイ
トは、大量のトラフィックをさば
くようには作られていない場合が
多い。事実、被災各県や市町村の
いくつかの web サイトは、サー
バーが無事であっても、アクセス
集中によって機能不全に陥った。
今回は、クラウド事業者が、自主
的に被災自治体や公的機関のミ
ラーサイトを構築することで支援
を行った。例えば、（株）インター
ネット・イニシアティブは、被
災した全市町村の web サイトを
中心に約 180 のミラーサイトを立
ち上げ16）、さくらインターネット
（株）は、防災関連の公共団体を中
心に 31 のミラーサイトを立ち上
げた17）。しかし、より被害が深刻
であった、大船渡市、大槌町、大
熊町などのいくつかの市町村で
は、元のサーバーの故障などが原
因で、4 月 13 日時点ではまだミ
ラーサイトが立ち上がっていな
い。ただし、大槌町、大熊町につ
いては、仮サイトで情報発信さ
れている16）。クラウド事業者は、
ミラーサイトの立ち上げ以外に
も、クラウドの迅速性を活かして、
様々なＩＴ支援を行っている。
　ミラーサイトは、リスク分散と
いう意味で、極めて有効な手段で
ある。国や地方自治体の web サ
イトやライフラインに関連する
web サイトでは、ミラーサイト
の常設は必須で不可欠な手段と言
える。クラウドサービスには、ミ
ラーサイトの概念や実際の機能も
内包されるので、外部のクラウド
サービスを利用してもよい。
5-1
テレビ放送のネット配信
　ラジオやテレビは速報性に優れ
ており、地震警報や津波警報を伝
えることができる。地震直後には、
各地の震度もいち早く伝えた。特
に、テレビ放送は被災地からの生々
しい映像を送り続け、マスメディ
アとしての大きな役割を果たし
た。しかし、全ての人が必ずしも
その時にテレビを見ることができ
る状況にあるとは限らない。一部
の人は携帯電話に組み込まれたワ
ンセグ放送でテレビを見ることが
できたかもしれないが、オフィス
でコンピュータに向かって仕事を
している人は、通常はテレビ放送
を見ることができる環境にはない。
　今回の災害時にその期待に応
えたのが、一般ユーザーの動画
投稿によるミラー放送（http://
5 情報メディアの新たな協力関係
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ustream.tv/channel/jishinsokuhou
など）であった。ただし、通常時
ならば、日本では著作権法上の問
題となる行為である。しかし、今
回の非常事態に対応して、その
禁が破られた。3 月 11 日の午後
5 時 40 分に NHK の公式ツイッ
ター @NHK_PR は、独断と断り
ながらも、「停電のため、テレビ
がご覧になれない地域がありま
す。人命にかかわることですから、
少しでも情報が届く手段があるの
でしたら、活用して頂きたく存じ
ます」とつぶやいている18）。
　この様に各テレビ局も直ちに
インターネットの重要性に気付
き、ユーストリームやニコニコ生
放送などに、複数の公式チャンネ
ルを開設し、ニュース番組のスト
リーム配信やミラー放送を行った。
例 え ば、NHK で は http://www.
ustream.tv/channel/nhk-gtv と
http://live.nicovideo.jp/watch/
lv43018790 で、TBSでは http://
www.ustream.tv/channel/tbstv
で、フジテレビでは ttp://l ive .
nicovideo.jp/watch/lv43019860
でニュースを伝えた。これらの
ニュースは、国内はもちろん海外
からもアクセスすることができた。
5-2
インターネットの
新しい試み
　テレビを始めとするマスメディ
アは、被災地に入って生々しい映
像を発信するなど、報道として大
きな役割を果たした。しかし、マ
スメディアであるがゆえの弱点も
露呈した。安否情報など、被災者
にとって重要でかつ必要な情報を
十分には伝えきれなかった。被災
者が 50 人や 100 人の規模であれ
ば、これは可能であっただろう。
しかし、多くの避難所が広範囲に
散らばり、被災者が数万人の規模
に達するとマスメディアは為す術
を失い、いくつかの避難所から、
状況を中継するということが精一
杯であった。テレビ中継では、あ
ちこちの避難所を巡って、張り出
された名簿から家族の名前を探し
出そうとしている人々も映し出さ
れていた。
　この弱点を補ったのは、イン
ターネットと全国のボランティ
アであった。まず、被災地のボ
ランティアや避難者自身が、避難
所に張り出された名簿を写真に撮
り、web サイトに投稿し始めた。
Google 社は、同社の写真共有サー
ビス Picasa を使って避難所名簿
の画像共有サービスを立ち上げ
た。3 月 14 日にはボランティア
や避難者に、より多くの写真を投
稿するように呼びかけた。特に、
GPS 機能の付いた携帯電話で送
る場合には、位置情報をも付加す
るように求めた。そうすれば、地
図情報との連携も可能だからであ
る。ボランティアは 4,600 名以上、
アップロードされた写真は 9,000
枚以上にも達した19）。
　このようにして、現地の避難所
に行かなくても全国各地から避難
所の名簿や伝言を見ることができ
るようになった。その結果、遠隔
地に住む親戚や知人によって、被
災地に住む関係者に情報が伝えら
れた例も多い。
　しかし、写真情報ではまだ使い
図表 7　「パーソン・ファインダー」の入力画面
出典：文献 20より
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勝手が悪い。画像を文字情報にし
なければ、特定の個人を探そう
としても検索できない。そこで、
Google 社は、アップロードされ
た名簿の写真を目視で読み取って
文字起こしをするボランティアを
求めた19）。全国から 3,300 名以上
のボランティアが参加して、短い
時間の間で、9 割近い写真の文字
情報化が行われ、リストにまとめ
られた。こうして、個人名を検索
して安否情報を確認する「パーソ
ン・ファインダー」が出来上がっ
ていった。
　「パーソン・ファインダー」は、
図表 7 の入力画面を持ち、新たに
消息情報を入力することもでき
る。更に、NHK などの報道機関
が持つ避難者名簿のデジタル情報
との共有も行われ、検索できる情
報は 622,300 件と大きく増加した。
また、不要となった情報は削除さ
れ、2011 年 6 月 10 日時点での登
録件数は、約 14,000 件と減少し
ている。
　Google 社のパーソン・ファイ
ンダーのシステムが使われたの
は、今回が初めてではない。2005
年に米国を襲ったハリケーン「カ
トリーナ」の後に立ち上がった複
数の missing person registries の
web サイトのフォーマットを共
通化する「Katrina people Finder 
Project」 に 始 ま っ た。 そ し て、
2010 年のハイチ地震の時にもこ
のシステムが使われた。この様な
状況があったからこそ、今回の
パーソン・ファインダーが素早く
立ち上がったと言える。
　情報がばらばらに発信されて散
逸している状態では、受け取る側
の使い勝手は決して良いとはいえ
ない。パーソン・ファインダーや
帰宅困難者のためのリアルタイム
地図のように、情報を集積して、
利用者にとって使いやすいように
統合して発信することが極めて重
要である。そしてまた、その場に
は居ない多くのボランティアを呼
び込むことができる開かれたシス
テムであることも重要な点であ
る。更には、特定の機器を使った
り特定の場所に行ったりすること
なく、ボランティアのそれぞれが
日常使い慣れているシステム環境
で作業できることも重要である。
　東日本大震災において、電話や
携帯メールが使えないなか、イン
ターネットは予想以上のロバスト
性を発揮した。それは、もし寸断
されても迂回して自動的につなが
るというロバスト性をインター
ネット自身が有していたからであ
る。海底光通信ケーブルもあちら
こちらで寸断されながらも、南回
りの迂回路を用いて、ほぼ通常ど
おり世界とつながっていた。これ
らの事実は、絶対に壊れないもの
や絶対に安全なものをつくろうと
するよりは、一部が損なわれたり
壊れた場合のことも想定して、そ
れを補う方法を事前に構築してお
くことが、災害時のロバスト性を
増すという意味でははるかに重要
であることを示している。
　また、情報伝達手段として、ツ
イッターなどのソーシャル・ネッ
トワークが使われたことも、新た
な動きとして注目される。単につ
ながるというだけでは、災害時の
ロバスト性は保証されない。情報
量や情報処理量の急激な増減に対
応できるスケーラビリティも重要
な要素である。電話回線はこのス
ケーラビリティを持たないために
輻輳が起き、災害時には使えなく
なった。しかし、ツイッターは外
部のクラウドサービスを利用する
ことによって、スカイプではスー
パー・ノードという手法を用いる
ことによって、このスケーラビリ
ティを確保していた。そのおかげ
で情報量の急激な増加にもシス
テムがダウンすることなく通常通
りに使えた。また、Web サイト
についてもミラーサイトというス
ケーラビリティを確保する手段が
存在する。
　テレビなどのマスメディアは、
地震や津波の警報を伝えるなどの
速報性に優れ、また、被災地から
の生々しい映像を送り続けて、マ
スメディアとしての大きな役割を
果たした。しかし、被災地が広範
囲に及び被災者も膨大な数になる
と、被災者にとって必要な情報を
十分に伝えきれないというマスメ
ディアであるがゆえの弱点も明ら
かになった。
　この弱点を補ったのが、イン
ターネットやソーシャル・ネット
ワークである。それらが情報伝達
手段として使われたのは、ロバス
トでスケーラビリティがあったと
いう理由だけではない。その迅速
性とともに、伝えたい人に伝えた
い内容を自由に伝えることがで
きる日常的かつオープンな特性を
持っていたからである。その典型
例は、「帰宅困難者の受入れ施設
のリアルタイム地図」や「パーソ
ン・ファインダー」である。これ
らは、オープンな情報基盤が提供
されていたからこそ、多くの情報
ボランティアを呼び込むことがで
き、情報を迅速に集積して、利用
者にとって使いやすいように整理
統合して発信することができた。
　これらは、極めて短時間のうち
に自発的に起きたオープンイノ
ベーションと言って良い。しか
6 まとめ
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1）　災害時における情報通信のあり方に関する研究（兵庫ニューメディア推進評議会、1995 年 5 月）：
http://www.hnmpc.gr.jp/books/h7_pdflist/
2）　新潟県の情報インフラと災害への課題（近藤進、若月宣行著、2005 年）（新潟国際情報大学 情報文化部紀要）：
http://www.nuis.ac.jp/ic/library/kiyou/
3）　市町村防災無線等整備状況（総務省電波利用ホームページ）: 
http://www.tele.soumu.go.jp/j/adm/system/trunk/disaster/change/index.htm
4）　Renesys 公式ブログ：http://www.renesys.com/blog/2011/03/japan-quake.shtml
5）　NTT コミュニケーションズ（株）ニュース・リリース（2009 年 5 月）：
http://www.ntt.com/release/monthNEWS/detail/20090525_2.html
6）　ワイドスターシステムについて（（株）NTT ドコモ　ドコモビジネスオンライン）：
http://www.docomo.biz/html/service/widestar/mechanism.html
7）　東日本大震災におけるツイッターの利用状況について（NEC ビッグローブプレスリリース）：
http://www.biglobe.co.jp/press/2011/0427-1.html
8）　Twitter 公式ブログ：http://blog.twitter.jp/2011/03/blog-post_12.html
9）　中央防災会議資料：http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/shutohinan/1/shiryou_2.pdf
10）　ガジェット通信：http://getnews.jp/archives/103465
11）　東京都内避難場所（Google マップ）：http://maps.google.co.jp/maps/ms?ie=UTF8&hl=ja&brcurrent=3,0x605d1b87f0
2e57e7:0x2e01618b22571b89,0&msa=0&msid=215507572864740295322.00049e31ae027259c4dda&z=12
12）　Amazon 社ホームページ：http://aws.amazon.com/jp/cloudfront/
13）　所有から利用への世界を支えるクラウド・コンピューティングの可能性（黒川利明、日高一義）；科学技術動向　
No.111（2010 年 6 月号）
14）　クラウド・コンピューティング（岩野和生氏講演）；科学技術政策研究所　講演録 -233
15）　Skype（スカイプ）、（ITpro, Network キーワード）：http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/ 20051114/224523/
16）　公共自治体サイトの情報ミラーサイト（（株）インターネット・イニシアティブ提供）：
http://cache.iijgio.com/index.php?IIJGIO_Cache
17）　ミラーサイト一覧（提供：さくらインターネット（株）田中邦裕氏）：
http://tanaka.sakura.ad.jp/mirror/
18）　NHK の公式ツイッターアカウント 3 月 11 日のログ：http://twilog.org/NHK_PR/date-110311
19）　共有された被災者名簿のパーソンファインダー登録についてご協力のお願い（Google 社日本語ブログ）：
http://googlejapan.blogspot.com/2011/03/blog-post_17.html
20）　パーソンファインダー（Google.org）：http://japan.person-finder.appspot.com/
21）　「当面の科学技術政策の運営について」（科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員取りまとめ）：
http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20110502release.pdf
し、避難生活をされている高齢者
の方には情報が充分伝わらず、必
要な救援物資が届かないケースも
見られた。このような点に関し
て、末端の情報弱者にまで双方向
で細かな情報を伝える情報ボラン
ティアの役割は、今後ますます増
大するものと思われる。
　今後の科学技術政策では、「政
府や地方自治体は、…（途中省
略）…災害情報や避難情報を住民
に適切に提供していく必要があ
り、これに資する取組を進める」21）
ことが重要視されていくはずであ
り、本稿がひとつの参考となれば
幸いである。
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2-1
米国のアカデミック
コミュニティと
その対応の概要
　本稿においては、対象をアカデ
ミックコミュニティとし、一般に
学協会と言われる団体に焦点を
絞った。米国における学協会は、
例えば日本における日本学術会議
協力学術研究団体というように公
的に認知されることはない。こ
こで対象とする団体の選定にお
いては、学協会会長評議会（The 
科学技術動向研究
東日本大震災への米国アカデミック
コミュニティの初期的対応
遠藤　悟
客員研究官
Council of Scientific Society Pre-
sidents）にその会長が参加してい
る団体、およびそれに含まれない
団体の中で、地震・津波、原子力
エネルギー、放射線医学等、今回
の震災、事故に関連する研究テー
マ等を扱う団体で、その構成等に
おいて大学や公的研究機関の研究
者の参画が明らかに認められるも
のとした。
　学協会会長評議会（The Council 
of Scientific Society Presidents）
は、62 団体により構成されてい
るが、このうち 20 の団体、すな
わちおよそ 3 分の 1 の団体が東
日本大震災や福島第一原子力発
電所事故に関する情報を掲載し
ていた。この数字は限られた団体
を対象としたものであることか
ら、必ずしも米国の学協会全体の
動向を反映したものと言えない
かも知れないが、少なくとも主要
な学協会のうち、一定の数の団体
は明らかに関心を表明したと言う
ことができる。その具体的な内容
は、日本人あるいは日本の学会に
対する見舞いや支援に関する内容
が 6 団体、会員に向けた情報提供
が 15 団体、一般の人々に向けた
情報の提供が 3 団体、他には、政
策立案者に向けた提案（米国原子
力学会）、あるいは学術会合の特
　2011 年 3 月 11 日に我が国の東
日本を襲ったマグニチュード 9 の
地震・津波、さらにそれにより引
き起こされた原子力発電所の事故
は、日本国内だけでなく、海外の
アカデミックコミュニティにおい
ても様々な対応が見られた。本稿
は、米国のアカデミックコミュニ
ティが、他国（日本）での災害、
事故の際に、特に研究者としての
庁（FEMA）、原子力規制委員会
（NRC）、エネルギー省などの行
政機関が、日本政府と協力して対
応した。それらの活動に直接的あ
るいは間接的に学協会などの団体
や研究者個人が関与した可能性も
ある。しかし、本稿はそのような
行政活動に対する検証をしようと
するものではないため、それらは
対象とはしていない。
立場から、どのような初期的対応
を採ったかということについて述
べる。具体的には、震災および事
故発生からおよそ 2 か月の間の動
きを、ホームページ等に掲載され
た情報を通して見ることにより整
理したものである。
　なお、米国では地震・津波およ
び福島第一原子力発電所事故に対
しては、軍、連邦緊急事態管理
1 はじめに
2 本稿の対象範囲
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も見られたが、本稿の目的が具体
的な研究内容等を紹介するもので
ないため、以下では取り上げてい
ない。
2-2
情報収集の手法
　米国のアカデミックコミュニティ
における今回の震災、事故への対
応は様々である。本稿においては、
各団体の活動を、日本国民や日本
の研究者への見舞いや支援、研究
者や米国民への情報提供、国の政
策形成への助言や支援、震災や事
故に関連した分野の学術研究の展
開、の 4 つに区分してとりまと
めた。
　情報収集の方法については、基
本的にはそれぞれの団体がウェブ
上に公開した情報を閲覧すること
に拠った。その過程においては、
各ホームページ上に設置されたサ
イト内検索および google のサイト
指定の検索を用い、適宜「Japan」、
別セッションの通知（保健物理学
会）であった。なお、ひとつの団
体で複数の内容が含まれる場合が
あるため、これらの合計は団体の
数の 20 を超える。
　米国には、学術研究の発展を中
核的な価値としながらも、例えば
健全な環境と安全な世界の構築を
目的とする（憂慮する科学者連
盟）など、学術研究を超えた様々
な目的や使命を有しているものも
ある。このため本稿で取り上げる
対象とした団体の中には、我が国
においては一般に学協会と呼ばれ
る団体の範疇から外れるものも見
られたが、ここではそのような団
体についても研究者の参画がある
場合は含めている。また、科学ア
カデミー等も対象に含めている。
なお、多くの大学（研究所等）あ
るいは非営利研究機関において、
今回の震災、事故を対象として積
極的に情報発信を行う例（例え
ば、国立科学財団（NSF）が支援
して設置された複数の地震工学研
究のセンターやマサチューセッツ
工科大学の原子力情報ハブなど）
「nuclear」、「earthquake」、「tsuna-
mi」、「Fukushima」等のキーワー
ドにより該当するページの絞り込
みを行った。なお、会員限定の
ページ等、アクセス制限のある内
容は、一部の学術論文等を除き、
対象としていない。また、学協会
等の団体が、異なるサイトにおい
て関連ページを開設している場合
は、元となるページからのリンク
がないために検索から漏れた場合
も考えられる。この調査は、震災
および事故後の概ね 1 か月後か
ら 2 か月後までの間に行なってい
る。震災直後に一時的に掲載され
消去された場合や、本誌刊行時に
修正、消去されてしまっている場
合も考えられる。
　本稿は以上の手法によりまとめ
られたものであることから、統計
的な信頼性は高いとは言えない
が、本稿の目的が、震災直後にア
カデミックコミュニティが行った
活動の事例を知ることであるとい
う点からすれば、十分な量の情報
を入手できたものと考えている。
　まず、多くの米国の学協会が、
日本国民や日本の関連する学協会
会員等の研究者に対する見舞いや
犠牲者への弔意を表明したり、募
金などの支援の意思を表明したり
している。その形式や内容は様々
であるが、大別すると、日本の被
害者への見舞いおよび犠牲者への
弔意の表明、日本の関係学会会員
等の研究者への見舞い、学協会自
身が行う募金、赤十字社などを通
した募金の呼びかけなどがある。
　犠牲者への弔意の表明や日本の
関係学会会員等の研究者への見舞
いは、多くの団体のホームページ
上に掲載されており、例えば学協
会会長評議会関係の団体では、米
国化学会、米国結晶学会、米国原
子力学会、アメリカ心理学会、神
経科学会、国際光工学会のページ
に掲載があり、また、IEEE（電
気電子技術者協会）のホームペー
ジでは会長から日本の IEEE 会員
に向けた書簡が掲載されている
ほか、38 あるソサエティのうち
7 つソサエティのページに見舞い
などの言葉が掲載されていた。募
金については、見舞いの記述の中
や災害の状況の報告の中に米国の
会員に対して赤十字社等を通した
支援を呼びかける例が見られたほ
か、米国原子力学会は日本救援
基金を設置し直接拠金を受け付
けた。
3 日本国民や日本の研究者への見舞いや支援
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図表 1　Science 誌（2011 年 3 月 18 日号〜5月 20 日号）における関連記事
　学協会等の団体の多くは、自身
のホームページを通して情報提供
を行なっている。全米科学振興協
会（AAAS）は、同会が刊行し
ている Science 誌（紙媒体および
電子媒体）のニュース記事とし
て、購読者（AAAS 会員）向け
に震災および事故についての報道
を行っている。その他の団体によ
るホームページを通して行なわれ
た情報提供としては、定期的に発
行するニューズレター等の関連記
事、震災や事故を特集するページ
の開設など様々であった。その内
容も、団体の公式な見解を示すも
のから、会員が自由に書き込むこ
とができるブログ形式のものまで
様々であった。
　また、団体によっては日本や米
国等のマスメディアが伝える情報
や、日米の各機関（公的機関およ
び電力会社）が発表する情報を転
載する例も見られた。
　情報が向けられる対象は、多く
の場合は会員を中心とした専門家
である。しかし、一部に専門的知
識のない一般の人々を対象とした
情報提供も見られる。以下におい
ては、研究者に向けた情報提供と
一般の人々の理解増進に向けた情
報提供とに分けて記載した。
4-1
研究者に向けた情報提供
4-1-1　Science誌
　東日本大震災と福島第一原子力
発電所事故は科学技術面でも極め
て大きな出来事であった。AAAS
（全米科学振興協会）が刊行する
Science 誌は、英国において刊行
されている商業誌である Nature
誌と同様、災害および事故につい
て報道している。地震発生後から
5 月 20 日号までの各号における
掲載記事（ニュース等の短信を含
む）の表題と内容は以下のとおり
である。
　なお、図表 1 は紙媒体におけ
る掲載内容である。プレプリン
ト版である Science Express 上に
は、地震に関する学術的な報告が
掲載および更新されており、ま
た、ウェブ上のニュース・分析の
ページである ScienceInsider にお
いても「Japan Earthquake：The 
Aftermath」として随時新たな情
報が書き込まれている。
4 研究者や米国民への情報提供
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4-1-2　IEEE spectrum
　IEEE（電気電子技術者協会）は、
会 報 で あ る「spectrum」の ホ ー
ムページ上に特集として、「日本
の 3 月 11 日の地震と原子力危機
（Japan’s 11 March Earthquake 
and Nuclear Emergency）」を掲載
し た。「spectrum」 は 冊 子 体 の
構成による月刊の会報であるが、
ウェブ上ではこれに加え、ブロ
グを始めとした様々なツールに
より多量の情報を提供している。
「日本の 3 月 11 日の地震と原子力
危機」については、他のブログ
に掲載された今回の震災および
事故に関連する投稿も含め、ひ
とつの特集の形に取りまとめら
れている。掲載された内容は、
「Most Recent」、「Commentary」、
「Infrastructure」、「Search and 
Rescue Robots」、「Earthquake 
and Tsunami Warning Systems」、
「From the Archive」、そして「time-
line of official TEPCO and IAEA 
announcements」の各項目である。
　「Most Recent」の標題のもの
で随時掲載されるブログ形式の
ページには、5 月 24 日までに計
70 件の署名入りの投稿が掲載さ
れた。投稿の大半は IEEE 関係者
あるいは IEEE との契約に基づく
寄稿者によるものであったが、そ
の内容は様々で、筆者の分類で
は、日本や他国の機関やメディア
から提供される情報に基づく報告
が 39 件、IEEE による調査分析
や事故の解説が 12 件、震災ある
いは原子力発電所事故に関連する
技術的（例えばロボット等）な報
告・分析が 4 件、個人的な意見や
解釈を交えた論評が 10 件、イン
タビュー記事が 4 件、その他（日
本人研究者の投稿）が 1 件であっ
た。日本や他国の機関やメディ
アから提供される情報に基づく
報告については、日本に滞在す
る IEEE と契約した寄稿者が、頻
繁に情報を発信している。その取
材対象は東京電力（株）、政府機
関、企業、大学の研究者等と幅広
い。また、IEEE が独自に実施し
ている調査分析や事故の解説もあ
る。例えば震災・原子力発電所事
故に関連する技術的報告について
は、日本の大学における災害救助
ロボット使用の試み、米空軍無人
機による原子力建屋の撮影、ロ
ボットの機能などの報告が見られ
る。ただし、ロボットの使用につ
いては、IEEE ではその機能の検
討は行っているが、具体的なロ
ボット名を挙げた提案を行ってい
ない。産業界の団体である国際無
人機協会（AUVSI）が実際にロ
ボットを選定し日本に送ったこと
と比較するとアカデミックコミュ
ニティの姿勢の違いを読み取るこ
とができるかも知れない。「Most 
Recent」に掲載された個人的な
意見や解釈を交えた論評において
は、寄稿者の見解として時に厳し
い批判の言葉も見られるが、学協
会の公式見解とは距離を置いた意
見が、ブログという形態を採るこ
とにより、ウェブ上に公開が可能
となっていると言える。インタ
ビュー記事には、大学教員や元
東京電力（株）社員などが含まれて
いた。
　「Commentary」には異なる著
者による 4 通の論評が掲載され
て い る が、 そ の 表 題 は「Japan 
Nuclear Accident：Worse than 
Worst, Again（3 月 12 日掲載）」、
「Japan’s Nuclear Emergency and 
the Future of Nuclear Power（3
月 14 日 掲 載 ）」、「The Scientific 
Estate：Bringing the Meltdown 
Back Home （Or） Buddy, Can You 
Spare an iPad 2？（3 月 14 日掲載）」、
「The Continuing Evolution of 
Nuclear Power（3 月 29 日掲載）」
と、多彩な視点により書かれてい
ることが理解できる。
　また、「Infrastructure」、「Search 
and Rescue Robots」、「Earth-
quake and Tsunami Warning 
Systems」のそれぞれにテーマに
関しても技術的な問題を中心に数
件の報告や解説が掲載されている。
4-1-3　他の関連性の強い
学協会等の団体
　地球物理学や原子力工学など、
震災および事故に関連性の強い団
体は、ホームページにおいて一部
メディアの報道を引用しつつ、積
極的に災害および事故の状況を報
告し、さらに分析を加えている。
　ASME（アメリカ機械工学会）
は、「News and Articles」のページ
において、「Earthquake Leaves 
Japan in Crisis」、「Rescue Robots 
Aid Japanese Recovery」、「Rebuild-
ing Japan’s Railway System」、
「Tsunami Forces Debate over 
Vertical Evacuation」、「Manufac-
turing Tested by Japan Earth-
quake」、「Chernobyl 25 Years 
Later」といった表題による記事
を掲載している。
　米国地震学会は、学術的・技術
的内容について、トップページか
ら Facebook にリンクする形で報
告している。震災直後の時期を
中心に震災後約 1 か月の期間で
約 30 を超える東日本大震災に言
及した投稿が掲載された。その後
は同震災への言及は減少するもの
の、同震災を契機とした地震予知
等の話題の投稿が続いている。
　地球物理連合も、トップページ
からリンクさせる形で、地震およ
び津波の状況について報告を行っ
ている。
　米国物理学会は、多数存在する
ユニットのひとつである「物理学
と社会フォーラム（The Forum 
on Physics and Society（FPS））」
のニューズレターの 2011 年 4 月
号に、David W. Hafemeister カリ
フォルニア州立工科大学名誉教授
による福島第一原子力発電所事故
に関する報告を掲載した。
　米国原子力学会は、ブログを含
めウェブ上で情報を公開してい
る。ブログ「原子力カフェ」につ
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　先に記したとおり、震災および
事故に対する米国政府の対応は本
稿の対象としていない。また、軍、
連邦緊急事態管理庁（FEMA）、
原子力規制委員会（NRC）など
が行う緊急事態への対応に、アカ
デミックコミュニティが直接的に
関与する余地は米国でも大きくな
い。しかしながら、アカデミック
コミュニティが、特定の政策テー
マ等に関して助言や提案を行う例
や、長期的な政策形成の支援に向
けて調査を行い、提言を取りまと
めるなどの形での関与があること
は認められる。
　議員内閣制を採らない米国で
は、議会において大統領を頂点と
する行政府から独立した形で各政
策が形成されるが、この過程にお
ける公聴会での証言などに、アカ
デミックコミュニティの関与を見
ることができる。特に今回の日本
の原子力発電所事故に関しては、
上下両院の委員会において多くの
公聴会が開催されており、行政
府側などに加え、アカデミックコ
ミュニティ側からの証言も行なわ
れている。
いては、後述の「4–2．一般の人々
の理解増進に向けた情報提供」に
おいて紹介する。また、会報の
Nuclear News においては 4 月号
で福島第一原子力発電所に関する
特集を組み、8 ページにわたり事
故の詳細を中心とした報告を掲載
した。
　憂慮する科学者連盟は、科学的
な知見を健全な環境と安全な世界
の構築に向けた政策形成に活か
すという団体の目的を反映させ
た 形 で、「Nuclear Reactor Crisis 
in Japan」のページを設け、「核
に関する全て（All things about 
Nuclear）」と題されたブログ、よ
くある質問（FAQs）、プレス向
けブリーフィング等、多くの情報
を掲載している。
4-2
一般の人々の理解増進に
向けた情報提供
　上記の研究者に向けた情報提供
とは別に、特に専門的知識のな
い、一般の人々を意識して書かれ
た内容も、学協会等のウェブ上に
見ることができる。
　米国放射線腫瘍学会は、放射線
被曝に関する話題として、トップ
ページから「日本での事象に関す
る放射線の問題」という 3 ページ
の一般向け解説文書へのリンクを
張っている。また、ヒューストン
クロニクル誌の関連記事へのリン
クも張っている。
　米国小児科学会は、トップページ
の「子供の保健の話題（Children’s 
Health Topics）」から「子供と災害
（Children and Disaster）」のペー
ジへリンクを張っている。その項
目のひとつには、「日本の地震と
核危機（Japan Earthquakes and 
Nuclear Crisis）」がある。同ペー
ジにおいては、日本への旅行（国
務省による渡航延期の勧告）、米
国への影響（米国においては放射
性物質の健康上の影響はないこ
と）などについて、連邦政府機関
（ 国 務 省、FDA、FEMA、CDC、
EPA、NRC 等）へのリンクとと
もに掲載している。
　保健物理学会は、「Fukushima 
Nuclear Plant Update」と名付け
た会員向けのページのほか、一
般の人々にも情報として、「“Ask 
the Experts” Questions and 
Answers」のページに福島第一原
子力発電所事故に関連した質問と
回答を追加掲載している。
　アメリカ心理学会は、ウェブ
上での情報提供を行っていない
が、ウェブ上に公開された会報
「Monitor on Psychology」の中に、
学会として日米で震災やその後
の状況により心理的影響を受けた
人々への支援等の活動を行った旨
の記載が見られる。
　米国原子力学会の「米国原子力
学会原子力カフェ：原子力の全て
（ANS Nuclear Cafe：All Things 
Nuclear）」のページには、独立し
たページとして「Fukushima」と
いう項目が設置されている。ここ
では、日米の公的機関やメディ
アを中心とした発表資料や報道
のウェブサイトを紹介したうえ
で、日本の状況を伝えるブログの
書き込みが 3 月 15 日以降ほぼ毎
日（当初は 1 日 2 回）行なわれて
いる。また、アウトリーチとし
て、学会関係者のメディア対応へ
の記録、同学会学生部門の活動、
MOX 燃料の説明、放射線に関す
る Q&A などを掲載している。
　憂慮する科学者連盟は、「日本
の原子炉危機についてよくある質
問（Nuclear Reactor Crisis in Japan 
FAQs）」のページを開設してい
る。その内容は、放射性物質の取
り込み、メルトダウンの意味、冷
却における問題、健康への影響、
避難地域の範囲など、日本政府の
判断の根拠なども含めてわかりや
すい説明が行われている。
5 国の政策形成への助言や支援
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日米の政府や関係機関に
対する諸提案
　以下に、アカデミックコミュニ
ティからの助言や支援を、提案、
報告、証言等に分類して示す。
5-1-1　政策面および
科学技術面の提案
　まず、行政府に向けた政策提案
がいくつか見られる。例えば米国
原子力学会は、3 月 16 日付けで
Joe F. Colvin 会長からオバマ大
統領に宛てた書簡を送付し、（社）
日本原子力学会や米国政府への支
援を表明した。その中では、福島
第一原子力発電所の状況は急速な
展開を見せており、また、情報が
錯綜し、判断を誤らせかねないメ
ディア報道もあるとし、行政府お
よび議会に対し、現在の状況が解
決し事象について完全に理解され
るまで原子力政策に関する判断を
差し控えることを求めている。
　一方、米国科学者連盟は、「日
本における核危機」と題するペー
ジからマスメディア（日本のメ
ディアも含む）において発表され
た同連盟会長の記事等へリンクを
張る形で、3 月中という時期に再
生可能エネルギーの推進等の見解
を示している。例えば共同通信社
3 月 15 日付け投稿「OPINION： 
Future of  nuc lear power in 
Japan：advice from American 
friend」 や Nature 誌 2011 年 3 月
23 日付け電子版「Do not phase out 
nuclear power- yet」などである。
5-1-2　既刊あるいは刊行
直後の報告書の提示
　本稿執筆時点では直接震災や事
故に関する報告書のようなまと
まった形の政策提言は刊行されて
はいない。しかし、政策形成の参
考として既刊あるいは刊行直後の
報告書を提示するなどにより行政
を支援しようとする例も見られる。
　米国のナショナルアカデミー
ズ（科学アカデミー、工学アカデ
ミー、医学機構、米国研究評議
会）は、行政府や立法府等に対し
て「米国や世界が直面する重大な
課題に対して専門的な助言を与え
る」ことを目的として創設された
団体である。しかし、必ずしも事
態に即応した活動は見られず、む
しろこれまでの活動の中から参考
となると考えられる情報をウェブ
上で提供した。具体的には、3 月
17 日付けでトップページに「日
本の核危機」と題し、原子力発電
所の冷却機能の喪失を簡単に報告
するとともに、過去にアカデミー
が発表した核燃料貯蔵、低レベル
放射線、核関連事故等の報告書を
紹介した。なお、ナショナルアカ
デミーズは、これまで米国内にお
ける大規模な災害あるいは事故に
対して、事後にブルーリボンパネル
を設置するなどし、政策形成に大
きく貢献する報告書を刊行してき
た。例えば過去にはハリケーン・
カトリーナについては、多数の災
害対策等の報告書を作成し、関係
機関に提出している。今回の震災、
事故も、米国に深く関係するものと
認識されれば、今後、同様な対応
が採られることも考えられる。
　米国芸術科学アカデミーは、
トップページの「日本の原子力
危機」の 文 字 か ら リ ン ク さ せ
る形で同アカデミーが刊行した
「Nuclear Reactors：Generation 
to Generation」を紹介している。な
お、同書は福島第一原子力発電所事
故の時点で印刷途中にあったが、
事故への言及が追加挿入された。
　憂慮する科学者連盟は「The 
NRC and Nuclear Power Plant 
Safety in 2010：A Brighter 
Spotlight Needed」、「Nuclear 
Power：Still Not Viable without 
Subsidies」等の既刊の報告書を
ホームページ上で紹介している。
5-2
議会の公聴会での証言
　米国の議会の公聴会において
は、政策形成の審議の参考とする
ため、異なる論点が提示されるよ
うな証人の人選が行われることが
一般的である。今回の震災や原子
力発電所事故あるいはそれに関連
したエネルギー政策に関連する公
聴会において、原子力規制委員会
（NRC）やエネルギー省（DOE）
など行政側による証言に加え、ア
カデミックコミュニティ側からも
証言が行われている。例えば、4
月 6 日に開催された「日本におけ
る原子力発電所事象への米国政
府の対応（The U.S. Government 
Response to the Nuclear Power 
Plant Incident in Japan）」の公聴
会においては、原子力規制委員
会、原子力産業団体、科学者団体
からの証言が行われている。科学
者団体としては、環境や安全の観
点から証言を行う団体と原子力工
学分野の学協会として証言を行う
団体が含まれている。
　以下は約 2 か月の期間に行なわ
れた震災、事故に関連した公聴会
の一覧である。下線は本稿におけ
る整理で、アカデミックコミュニ
ティ側とした者である。
　なお、米国においては、この時
期は 2 月に発表された大統領予算
教書に基づく議会での公聴会が歳
出委員会等において開催されてい
る時期であった。証言を行った学
協会の代表の中には関係する研究
の重要性等を訴える中で、東日本
大震災あるいは福島第一原子力発
電所事故に触れ、関連する予算の
拡充の必要性を述べる例も見られ
た。ただし、直接歳出予算に関係
する公聴会についてはここでは取
り上げていない。
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　米国に限らず、世界のアカデミッ
クコミュニティにおいては震災お
よび事故直後からこれらを対象と
した学術研究活動がいち早く開始
され、すでに、学会での特別セッ
ションの開催、プレプリント版を
含む論文のウェブ上で掲載等の例
が見られる。
　米国地震学会は 2011 年 4 月
13〜15 日に開催した年次総会に
おいて、東日本大震災とクライス
トチャーチ地震のセッションを追
加した。発表申し込み締め切りは
3 月 25 日であった。
　米国小児科学会が協賛する小児
科学協会（Pediatric Academic 
Societies）、およびアジア小児
科研究協会（Asian Society for 
Pediatric Research）が合同で、4
月 30 日〜5 月 3 日に開催した学
術 会 合 に お い て は、4 月 30 日、
メキシコ湾原油流出事故とともに
東日本大震災および福島第一原子
力発電所事故に関するセッション
が開催された。
　IEEE ロボティクス・オートメー
ション学会は、2011 年 5 月 9〜13
日に上海で開催した 2011 IEEE 
International Conference on 
Robotics and Automation （ICRA 
6 震災や事故に関連した分野の学術研究活動の展開
科 学 技 術 動 向　2011年 6月号
30
2011）において、特別フォーラム
「ICRA Special Forum：Prelimi-
nary Report on the Disaster and 
Robotics in Japan）を開催した。
なお、オーガナイザーは中村仁彦
東京大学大学院情報理工学系教授
で、パネリストにも 4 名の日本の
研究者が含まれていた
　米 国 原 子 力 学 会 は、6 月 26
日〜30 日の年次総会において、
福島第一原子力発電所に関連する
セッション等として、「特別セッ
ション―事前調査パネル」、「連邦
政府関連ワークショップ：福島
第一後の政策決定者や人々とのコ
ミュニケーション」、「会長特別
セッション」、「標準シンポジウ
ム」が計画されている。ただし、
一般講演の追加受け付け等の情報
の掲載はない。
　この他にも国際学会を含め、地
震・津波、放射線医学、原子力工
学等の各学会において、東日本大
震災に関連したセッションが計画
されている。すでに決定した日程
を変更したり、発表申し込みの締
め切りを延長したりするなどの対
応も見られる。
　なお、学術論文については、震
災後約 2 か月の期間では査読付論
文誌への掲載はほとんど見られな
いが、プレプリント版やオープン
アクセス化されたリポジトリには
関連の論文をすでに見つけること
ができる。例えば arXive はコー
ネル大学図書館が運営するサイト
であるが、すでに日本人名による
ものを含め数件の投稿が掲載され
ている。これは、学協会による学
術誌の範疇であるかは明確でない
が、米国のアカデミックコミュニ
ティが今回の震災および事故に対
応した研究発表の場を提供してい
る事例であると言うことができる。
　これまで東日本大震災等に対応
した米国のアカデミックコミュニ
ティの活動の事例を見てきた。こ
れらの活動は、その背景として、
米国の学協会の特徴や近年の国際
的な学術研究活動の環境の変化な
どにより可能となった面も多い。
それらの背景をまとめると以下の
ようになる。
1）　米国の学協会の強固な運営
基盤
　本稿において対象とした学協会
等の団体は比較的大規模のものが
多いが、特に活発な活動を行って
いる団体は強固な運営基盤を有し
ている。例えば IEEE は、震災発
生当初から毎日のように自国に情
報を報告することができる寄稿者
（contributor）を日本に滞在させ
ることができている。また、憂慮
する科学者連盟は日ごろから報告
書を刊行し、また、議会で証言を
行うこともできる独自の調査研究
機能を有している。そして、それ
らを資金面も含めて支える多数の
個人会員がおり、それは研究者だ
けでなく、一般の人々の場合もあ
る。また、団体からの会費や寄付
等による資金提供がある。
2）　東日本大震災が米国に対し
てもたらす影響の重大性
　東日本大震災がもたらす影響
は、米国にとって遠く離れた国の
出来事であり、短期的には太平洋
沿岸地域への津波の襲来以外のリ
スクはない。しかし、自然災害と
エネルギー政策という幅広い枠組
みの中において、これらは国家の
大きな関心事として捉えられて
おり、この状況がアカデミックコ
ミュニティの活発な活動を導いて
いると言える。その意味では日本
のアカデミックコミュニティが置
かれた立場も米国と大きな違いは
ないが、日本の場合は当事者であ
り、自身にも何らかの影響が及ん
だことは留意すべきと思われる。
また、情報の種類や内容によって
は社会的不安を招く恐れがあるな
ど自制が促される状況があったこ
とも考えられる。
3）　インターネット上で流通す
る米国の学術情報の特徴
　インターネットを通した学協会
等の活動は、即時性という点と意
見や見解の多様性という点で従来
の紙媒体中心のメディアを通した
活動との違いが見られる。
　即時性の点では、いくつもの学
協会等において、時差があるとは
言え、3 月 11 日中に地震発生等
の速報が掲載され、間もなく見舞
いの言葉も掲載されたことが注目
される。また、津波予測に始まり、
福島第一原子力発電所原子炉の状
況等、人々が大きな関心を寄せる
最新の情報を提供するため、速や
かな活動が行われたということも
注目すべき点と言える。
　もうひとつの注目点として、ブ
ログ等への書き込みの形により、
学協会等のウェブサーバー上に、
個人が氏名を明らかにしたうえで
情報や意見を公表することができ
たという点が挙げられる。個人の
書き込みは必ずしも学協会等の団
体の見解と一致しない場合も認め
られる。しかし、このような書き
込みが公式な報告や見解とともに
掲載されることにより、研究者や
一般の人々に多様な視点における
情報が提供されていることは、日
本の学協会のあり方を考えるうえ
でも参考になる。
7 米国の学協会等の活動の背景
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　以上、東日本大震災に関連する
災害、事故に対する米国のアカデ
ミックコミュニティの活動を見て
きたが、その内容を学協会等を中
心としたアカデミックコミュニ
ティが「果たすことのできる役
割」という観点から、以下の 4 項
目に整理することにより本稿のま
とめとしたい。
1）　情報の共有
　今回、日本から発信された情報
の多くは日本語であったというこ
ともあり、米国のいくつもの学協
会等の団体が、学術的な観点に
立ったうえで英語による情報を研
究者および一般の人々に提供し
た。また、その提供のプロセスに
おいては、学協会独自の分析や解
釈が加えられることも多かった。
このような活動は、以後の学術研
究の展開に貢献するだけでなく、
人々の不安を解消するなどの役割
も果たしつつある。
2）　人々への支援
　今回の災害、事故は直接米国に
被害を及ぼす性格のものでなかっ
た。したがって、学協会等の団体
が行った支援活動は、米国内にお
いては、主に人々への情報提供や
それを含めた心理的不安の解消へ
の努力であったとも言える。ま
た、日本に対しては、日本の学協
会への協力や支援を表明したり、
拠金を募ったりする活動が見ら
れた。
3）　政策形成への貢献
　中長期的な視点においては、大
規模な災害や事故に対応する政策
形成に対する支援も、米国の学協
会等が果たしてきた役割のひとつ
と言うことができる。過去にはハ
リケーン・カトリーナ襲来後に米
国ナショナルアカデミーズが報告
書を刊行した。このような、学術
的見地から政策形成に向けた分析
や助言がこれまでにも行われてお
り、今回もそのような対応が見ら
れると考えられる。中長期的な政
策形成への支援は、短期的な対応
としての災害、事故直後の議会公
聴会の証言等と併せ、アカデミッ
クコミュニティが貢献できる対象
と言えるであろう。
4）　速やかで開放的な学術研究
活動の展開
　今回は、米国に限らず、世界の
研究者が速やかに災害および事故
に対応した研究活動を開始した。
その背景には即時的にインター
ネット上で情報を交換できるよう
になったという状況がある。この
ような速やかで開放的な研究活動
の仲介役としての学協会等の役割
は大きく、今後ますます大きくな
ると考えられる。
　なお、今回の災害および事故と
は直接の関係はないが、米国にお
いては、ハリケーン・カトリーナ
襲来後に政府が学術研究資金の柔
軟な支出や追加の配分等の面で研
究活動の支援を強めたという事例
がある。このような経験が米国ア
カデミックコミュニティの迅速な
対応を促したとも考えることもで
きる。日本においても現在、政府
の震災に対応した取り組みが始
まっている。アカデミックコミュ
ニティの活動および政策立案者と
の間の協力関係が、日本の将来の
学術研究の発展に大いに結びつく
ものと考えられる。
掲載団体の概要
・ナショナルアカデミーズ（National Academies：http://www.nationalacademies.org/）
　米国科学アカデミー（NAS）、米国工学アカデミー（NAE）、医学機構（IOM）、米国研究会議（NRC）
により構成される総体の呼称。
・米国芸術科学アカデミー（American Academy of Arts & Sciences：http://www.amacad.org/default.
aspx）
　1780 年に創設された各学術分野のリーダーにより構成される団体で、独立した政策研究と多分野
の研究実施を目的としている。全会員数は約 4000 人。
・全米科学振興協会（American Association for the Advancement of Science：http://www.aaas.org/）
　1848 年に創設された科学の振興とそれを通した人々の利益の向上を目的とした非営利団体で、
Science 誌の発行者でもある。
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・IEEE（電気電子技術者協会）（http://www.ieee.org/）
　1884 年に創設した、米国電気工学者機構（American Institute of Electrical Engineers-AIEE）を起
源とする専門家団体。技術イノベーションの促進とその人々への利益増大を目的とし、世界最大の
約 40 万人の会員を擁する。工学を中心とした幅広い分野にわたる多くの内部組織により構成されて
おり、例えば分野別の組織であるソサエティは 38 を数える。
・ASME（アメリカ機械工学会）（http://www.asme.org/）
　1880 年に機械工学分野の研究者により創設された非営利団体で、会員は全分野にわたる工学者に
より構成され、その数は海外を含め 12 万人以上である。
・米国化学会（American Chemical Society：www.acs.org/）
　1876 年に創設された、海外を含め会員数 163,000 人以上を擁する化学分野の学術団体。
・米国結晶学会（American Crystallographic Association, Inc.）
　1949 年 に 米 国 X 線・ 電 子 線 回 折 学 会（American Society for X-Ray and Electron Diffraction 
（ASXRED））と米国結晶学会（Crystallographic Society of America（CSA））の統合によりの創設さ
れた会員約 2,200 人を擁する学術団体。
・SPIE（国際光工学会）（http://spie.org/）
　1955 年に光の科学と応用の学際的な研究の推進を目的として創設された国際的な学術団体で、構
成員は約 18 万人を擁する。
・米国物理学会（American Physical Society：http://www.aps.org/）
　1899 年に創設された物理学の学協会。物理学の幅広い分野の 46,000 人の会員を擁する。
・米国地震学会（Seismological Society of America-SSA：http://www.seismosoc.org/index.php）
　1906 年に創設された学協会で、その目的は、地震学研究の発展、人々の安全への貢献、地震災害
対策への協力、人々への地震の危険性への理解増進である。
・米国地球物理学連合（American Geophysical Union：http://www.agu.org/）
　1919 年に米国研究評議会により創設され、後に非営利団体として独立機関となった地球物理科学
に関する学協会で、会員は 148 か国に約 6 万人を数える。
・米国小児科学会（American Academy of Pediatrics：http://www.aap.org/）
　1930 年に創設された、6 万人の会員を擁する小児科医の団体。
・保健物理学会（Health Physics Society：http://hps.org/）
　1956 年に創設された放射線安全の専門家により構成される学術団体で、5,000 人近い会員を数える。
・米国放射線腫瘍学会（American Society for Radiation Oncology：http://www.astro.org/）
　1958 年に創設された、放射線腫瘍学者、放射線腫瘍看護師、医師、放射線治療関係者、生物学者
等により構成される放射線治療の向上を目的とした会員数約 1 万人の団体。
・米国細胞生物学会（American Society for Cell Biology：http://www.ascb.org/）
　1960 年に創設された細胞生物学研究分野における学協会で、会員数は約 1 万人である。
・アメリカ心理学会（American Psychological Association：http://www.apa.org/）
　1892 年に創設された米国の心理学の科学者、専門家を構成員とする団体で、心理学的知識の創造、
交流、応用の増進と、社会の利益や人々の生命生活の向上を目的としている。会員数は約 154,000 人。
・神経科学会（Society for Neuroscience：http://www.sfn.org/）
　1969 年に創設された脳および神経系を対象とし、科学者および医師により構成される学術団体で、
会員数は 40,000 人以上である。
・米国原子力学会（American Nuclear Society：http://www.new.ans.org/）
　1954 年に原子力科学技術の様々な専門家を統合する団体として創設された非営利の国際的な科学
教育機関。原子力科学技術の認識・理解の増進を目的としており、会員は 1600 の企業、教育機関（大
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学等）、政府機関に属する工学者、科学者、行政官、教育者計約 11,000 人である。
・米国科学者連盟（Federation of American Scientists-FAS：http://www.fas.org/about/index.html）
　1945 年に原子爆弾開発に関与した科学者により創設された団体で、科学者、技術者等に求められ
る倫理と技術の人類の福祉への応用の観点を重視し、当初の核戦争回避の目標に加え、バイオセキュ
リティーなどほかの分野にも対象を広げシンクタンク機能を含む活動を行っている。
・憂慮する科学者連盟（Union of Concerned Scientists：http://www.ucsusa.org/）
　1969 年に創設された科学を基盤として、健全な環境と安全の観点から独立した科学研究と市民活
動を中心として行う非営利機関。会員は約 25 万人の市民および科学者により構成される。
遠藤　悟
科学技術動向研究センター　客員研究官
東京工業大学大学マネジメントセンター　教授（マネジメント担当）
http://homepage1.nifty.com/bicycletour/sci-index.htm
研究対象は米国を中心とした科学政策。前職の日本学術振興会在職中の 2000 年に「米
国の科学政策」HP を開設し、政策動向を発信している。東京工業大学においては、
科学と社会の関係や高等教育等にも対象を拡大している。
執筆者プロフィール
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2．活動状況
　ここでは、団体外に向けた具体的な活動として、見舞い、方針表明、会員安否情報収集を除く活
動に着目する。
　何らかの活動があった団体は全体の 2 割程度である。震災直後からの活動が目立つのは、医師会、
企業、関連協会等と協力しての医療専門家派遣や医薬品・機器手配であり、次いで土木関連の調査
団派遣である。4 月中には様々な活動が開始されたが、シンポジウムや緊急集会など今後に向けた
議論を行う場の設定は 5 月以降が多い。
　最も掲載が多いのは、被災者や支援者等に向けた専門情報の提供（活動があった団体の 5 割程度
が実施）である。自団体からの情報提供のみならず、他サイトへのリンクも掲載されており、可能
な限りの多くの情報提供が意図されている。次いで多く掲載されているのは、会合開催や特集号な
ど議論の場の提供（同 2 割程度）、専門家派遣・相談窓口設置・技術提供などの専門家が対応する支
援活動（同 2 割程度）である。
　正会員 1000 名以上の 535 団体を見ると、何らかの活動があった団体は 4 割程度である。経済系
［参考］日本の学協会の初期的対応状況
科学技術動向研究センター
1．活動内容
　活動内容は、見舞い、方針表明、部署等設置、情報提供、情報収集（提供依頼）、支援活動、議論・
検討に分けられる（参考図表 1）。具体的には、多言語による情報提供や翻訳ボランティア募集、被
災史料保存の取り組み、研究者受け入れや試料預かりの情報、放射線や地質関連情報の提供、土木
関連調査団派遣や技術支援、医療・心理的ケア専門家派遣や診療支援（疾患別対処情報提供、患者
受入可能施設情報提供、医薬品手配等）、放射線影響・感染症・健康管理関連情報の提供などが見ら
れる。
　日本学術会議のウェブサイトには協力学術研究団体として 1864 団体（2011/5/31 現在）が掲載
されている。これらの団体の、震災からほぼ 2 か月を経過した時点までの対外的な取り組み状況
を以下に簡単にまとめる。なお、これらの学協会の分野構成は明確ではないが、学会名鑑 2007–9
年版（（財）日本学術協力財団、2007.3）に掲載された 1767 団体（掲載団体が若干異なる）を参考
に見ると、文学・哲学・教育学・心理学・社会学・史学 31％、法律学・政治学 3％、経済学・商学・
経営学 7％、理学 11％、工学 10％、農学 9％、医学・歯学・薬学 29％となっている。
　以下の情報収集は、各団体のウェブサイト閲覧により行った。サイトが見つからなかった団体
の活動、調査時点で閲覧できなかった活動、メール連絡などサイトを利用しない活動等は当然カ
ウントされない。また、日本学術会議自体の活動および（独）科学技術振興機構など助成機関によ
る対応などは、以下には含めていない。
参考図表 1　活動の内容
＊被災会員の会費免除も広義には研究支援に当たるが、ここでは含めていない。
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の議論・検討、医歯薬系の情報提供、理学系の被災者向け研究情報提供（活動があった団体の約半
数が該当）が特徴的である。今後に向けた議論については、経済系では学術大会での特別企画として、
理・工・農・医歯薬系では別途シンポジウムや講演会等を設けて行われる場合が多い。
3．学協会の連携
　いくつかの学協会が連携して行った活動も見られる。以下にその例を挙げる。
参考図表 2　分野別対応状況
参考図表 3　学協会の連携
＊対象団体数が少ないため、割合を表示しない。
＊＊割合の概数を示す。0% とは、割合が 10% 未満であることを示す。
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科学技術動向研究センターのご紹介
　2001 年 1月より内閣府総合科学技術会議が設置され、従来以上に戦略性を重視する政
策立案が検討されています。科学技術政策研究所では、戦略策定に不可欠な重要科学技術
課題の動向に関する調査・分析機能を充実・強化するため 2001 年 1月より新たに「科学
技術動向研究センター」を設立いたしました。当センターでは、「科学技術基本計画」の
策定に資する最新の科学技術動向に係る情報の収集や今後の方向性についての調査・研究
に、下図に示すような体制で取り組んでいます。
　センターがとりまとめた成果は、適宜、総合科学技術会議、文部科学省へ政策立案に資
する資料として提供しております。
　センターの具体的な活動は以下の3つです。
　　　「科学技術専門家ネットワーク」に
よる科学技術動向分析
　我が国の産学官の研究者を「専門
調査員」に委嘱し、インターネット
を利用して科学技術動向に関する幅
広い情報を収集・分析する「科学技
術専門家ネットワーク」を運営して
います。このネットワークを通じ、
専門調査員より注目すべき動向や今
後の科学技術の方向性等に関する意
見等を伺っています。
　これらを、毎月 1回、「科学技術動
向」としてまとめ、総合科学技術会議、
文部科学省を始めとした科学技術関
係機関等に配布しています。なお、こ
の資料は http://www.nistep.go.jp
においても公開しています。
　　重要な科学技術課題の
　　動向調査研究
　今後、国として取り組むべき重点
事項、具体的な研究開発課題、社会
への波及効果等を明確にすることを
目的とし、調査・分析を行います。
　さらに、重要な科学技術分野・領
域ごとの科学技術水準を諸外国と比
較し、我が国の科学技術がどのよう
な位置にあるのかについての検討も
行います。
　　科学技術予測に関する調査研究
　科学技術の長期的将来動向を総合
的に把握するため、科学技術予測調
査をほぼ 5年ごとに実施しています。
2010 年には、課題解決への科学技術
の寄与を主題とした「将来社会を支
える科学技術の予測調査」を報告し
ました。
科学技術動向研究センターとは
（「将来社会を支える科学技術の予測調査」より、2025年の 2025の生活シーン）
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